
79 
 

 

 

 

 

海部医療圏保健医療計画 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



80 
 

 第１章  地域の概況     
 

第１節 地勢 

海部医療圏は、愛知県の西端に位置し、津島市、愛西市、４市２町１村で構成されています。

西は木曽川及び長良川を隔てて岐阜県及び三重県に、北は稲沢市に、東は名古屋市及び清須市に

隣接し、南は広大な埋立地が伊勢湾に面し、地域のほぼ全域に海抜ゼロメートル地帯が広がって

います。地域の面積は 208.43k㎡で南北約 23㎞、東西約 16㎞に及んでいます。また、木曽三川
のデルタ地帯であることから、肥沃な田園地帯として古くから開けてきました。 
 
 

第２節 交通 

 鉄道は、名古屋を中心として放射状に発達し、東部から北部にかけては、名鉄津島線が名鉄本

線須ヶ口駅（清須市）から津島に至り、西部は名鉄尾西線が弥富から津島を経て一宮まで南北に

縦断しています。さらに、南部をＪＲ東海の関西本線と近鉄名古屋線が横断しています。 
道路は、東名阪自動車道（一部国道 302号並行）が地域の東から西へほぼ横断し、国道１号線

及び 23号線が南部を東西に、西尾張中央道が伊勢湾岸自動車道から国道 23号線・１号線を経て
一宮市内へと地域の中央を南北に、国道 155号線が名鉄尾西線沿いを走っています。その他主要
な地方道として、名古屋津島線を始め一宮蟹江線、給父西枇杷島線があり、道路密度は比較的高

くなっています。  
 
 

第３節 人口及び人口動態 

(1) 総人口 
当医療圏の平成 21年 10月１日現在の人口は、332,115人で、男 164,067人（構成比 4.49.40％）
女 168,048人（構成比 50.60％）となっています。 
昭和 60年以降の人口の推移は表１－３－１のとおりで、昭和 60年を 100とした指数で見る
と、平成 21年は 114.3となっています。なお、男女の構成比は、ほぼ同率で推移しています。
(表１－３－１) 

 
 
 表１－３－１ 人口の推移                    (各年10月１日現在) 

 
男 女 

計 
   （人）

指 数 人 数 
   (人)

構成比 
  （％）

人 数 
   (人) 

構成比 
  （％） 

 昭和60年 143,273 49.30 147,330  50.70  290,603 100.0 
 平成 2年 147,616 49.24 152,156  50.76  299,772 103.2 
 平成 7年 154,909 49.37 158,839  50.63  313,748 108.0 
 平成12年 159,848 49.43 163,509  50.57  323,357 111.3 
 平成17年 162,517 49.50 166,088  50.50  328,605 113.1 
平成21年 164,067 49.40 168,054  50.60  332,115  114.3 
愛知県 

（平成21年） 
3,726,463 50.26 3,687,635 49.74 7,414,098 ― 

資料: あいちの人口(愛知県県民生活部統計課) 



81 
 

(2) 人口構成 
 当医療圏の平成 21 年 10 月１日現在の人口を年齢３区分でみると、年少人口は 50,390 人（構
成比 15.2％）、生産年齢人口は 210,369人（構成比 63.5％）、老年人口 70,387人（構成比 21.3％）
となっており、本県の構成比(年少人口 14.6％、生産年齢人口 65.6 %、老年人口 19.8%)と比較
してみると、年少人口は 0.6 ポイント、老年人口は 1.5 ポイントそれぞれ高く、生産年齢人口
は 2.1ポイント低くなっています。 
また、構成割合の推移をみると年少人口は低下傾向、老年人口は増加傾向にあり、人口の高

齢化が進んでいることがわかります。(表１－３－２) 
 
表１－３－２ 人口(年齢３区分別)構成割合の推移          (各年10月１日現在) 
  
 
 

医療圏 
総人口 

 
  （人）

年少人口 
（0歳から14歳）

生産年齢人口 
（15歳から64歳） 

老年人口 
（65歳以上） 不詳 

人口 
 

 (人)

人  数

  （人）

割 合

 (%)
人  数 
  （人） 

割 合 
 (%) 

人  数 
  （人） 

割 

合 
 (%)

昭和60年 290,603 67,041 23.1 199,401 68.6 24,131 8.3 30
平成 2年 299,772 54,264 18.1 216,240 72.1 29,223 9.7 45
平成 7年 313,748 49,868 15.9 227,223 72.4 36,567 11.7 90
平成12年 323,357 50,240 15.6 226,713 70.1 46,286 14.3 118
平成17年 328,605 50,682 15.5 218,587 66.7 58,366 17.8 970
平成21年 332,115 50,390 15.2 210,369 63.5 70,387 21.3 969
愛知県 

(平成21年) 
7,414,098 1,078,196 14.6 4,837,668 65.6 1,462,681 19.8 35,553

資料：あいちの人口(愛知県県民生活部統計課) 
注 ：年少人口割合=年少人口／総人口×100 、生産年齢人口割合＝生産年齢人口／総人口×100、 

老年人口割合＝老年人口／総人口×100 
(3)  出  生 
    当医療圏の平成20年度の出生数は、3,046人（男1,490人、女1,556人）、出生率（人口千人対）
は9.2で、平成16年と比較すると0.7ポイント以上の減となっています。なお、全県と比較すると、
昭和60年は2ポイント近く低い状況でしたが、平成20年には、0.7ポイント減となっています。
 (表１－３－３) 

 
表１－３－３ 出生の推移 
 
 

当  医  療  圏 愛       知       県 
男 
 (人) 

女 
(人)

計 
(人)

出生率 
男 
 (人) 

女 
(人) 

計 
(人)

出生率

昭和60年 1,580 1,578 3,158 10.9  41,121  39,065  80,186 12.5 
平成 2年 1,461 1,409 2,870  9.6  36,367  34,575  70,942 10.7 
平成 7年 1,708 1,576 3,284 10.5  36,820  35,079  71,899 10.6 
平成12年 1,867 1,738 3,605 11.1  38,340  36,396  74,736 10.6 
平成17年 1,517 1,515 3,032  9.2  34,323  32,786  67,109  9.3 
平成20年  1,490  1,556 3,046 9.2 36,525 34,501 71,026 9.9 
資料：愛知県衛生年報(愛知県健康福祉部) 
注 ：出生率=出生数／人口×1000 (人口は各年10月1日現在) 
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(4) 死亡 
  当医療圏の平成 20年度の死亡数は 2,644人（男 1,449人、女 1,195人）、死亡率（人口千人
対）は 8.0 と全県より 0.2 ポイント高くなっており、近年の推移も全県と同様に微増傾向とな
っています。 (表１－３－４) 
平成 20 年の主要死因をみると、総死亡数の約 55.8％を悪性新生物、心疾患、脳血管疾患の
３大疾病が占めている傾向は続いていますが、がんによる死亡の割合は、平成 12 年は 28.6%
であったものが、平成 20年には 31.0%と 2.4ポイント高くなっています。 
（表１－３－５） 
       

 
表１－３－４ 死亡の推移                                
 当  医  療  圏 愛    知    県 

男 
 (人) 

女 
(人)

計 
(人)

死亡率 
男 
 (人) 

女 
(人) 

計 
(人)

死亡率

昭和60年 834 697 1,531 5.3  18,151  15,206  33,357 5.2 
平成 2年  919  801 1,720 5.7  20,282  17,153  37,435 5.7 
平成 7年 1,091  965 2,056 6.6  23,594  19,350  42,944 6.3 
平成12年 1,128  962 2,090 6.5  25,180  20,630  45,810 6.5 
平成17年 1,406 1,157 2,563 7.8  28,576  23,966  52,542   7.2 
平成20年 1,449  1,195  2,644  8.0 30,641 25,397 56,038 7.8

 資料：愛知県衛生年報(愛知県健康福祉部) 
 注 ：死亡率＝死亡数／人口×1000 (人口は各年10月１日現在) 
 
 
表１－３－５ 主要死因別死亡数等の推移  

死    因 

平成12年 平成1７年 平成20年 
順

位

死亡数

 (人)
死亡率

割 合

(%)

順

位 

死亡数 

 (人) 
死亡率 

割 合 

(%) 

順

位 

死亡数

 (人)
死亡率

割 合

(%)

総 数  2,090 646.3 100.0  2,563 779.8 100.0  2,644 797.5 100.0
悪 性 新 生 物 1 599 185.2 28.6 1 853 259.5 33.3 1 820 247.3 31.0
心 疾 患 2 345 106.7 16.5 2 408 124.1 15.9 2 374 112.6 14.2
脳 血 管 疾 患 3 298 92.2 14.3 3 305 92.8 11.9 3 281 84.7 10.6
肺 炎 及 び 
気 管 支 炎 

4 181 56.0 8.7 4 235 71.5 9.2 4 271 81.6 10.3

不 慮 の 事 故 5 115 35.6 5.5 5 98 29.8 3.8 5 83 2.5 3.1
自 殺 6 72 22.3 3.4 6 78 23.7 3.0 7 67 2.0 2.5
腎 不 全 7 43 13.3 2.1 8 34 10.3 1.5 8 40 12.1 1.5
老 衰 8 29 9.0 1.4 7 52 158 2.0 6 77 2.3 2.9
肝 疾 患 9 23 7.1 1.1 9 24 7.3 0.9 9 31 9.3 1.2
高血圧性疾患 10 15 4.6 0.7 10 4 1.2 0.2 10 12 0.5 0.5
そ の 他 － 370 － 17.7 － 472 － 18.3 － 588 － 22.2
資料：愛知県衛生年報(愛知県健康福祉部) 
注 ：死亡率＝死亡数／人口×1000×100  (人口は各年10月１日現在) 
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第４節 保健・医療施設 

 

 当医療圏には、保健・医療施設として、病院 11、診療所 202、歯科診療所 134、助産所 1及び
薬局 119 施設が設置されており、それ以外に津島市内に保健所 1、各市町村に保健センター等が
12設置されています。 （表１－４－１） 
 
 表１－４－１ 保健・医療施設設置状況             （平成21年4月1日現在） 

 
病 院 診 療 所

歯 科 
診 療 所 

助 産 所 薬 局 
保 健 所

（再掲）

市町村保健

センター等

（再掲） 

津 島 市 4 49 37  36  1 1 
愛 西 市  40 22  19  2 
弥 富 市 2 25 19   16  2 
七 宝 町 1 13 7   4  1 
美 和 町  15 11  1 6  ※ 1 
甚 目 寺 町 2 19 12  16  1 
大 治 町  12 8  6  2 
蟹 江 町 2 24 16  13  1 
飛 島 村 5 2  3  1 

計 11 202 134  1 119  1   12 
  資料：愛知県衛生年報（愛知県健康福祉部） 
  注１：市町村保健センター等には、保健センターの他類似施設（※印）を含む。  
注２：診療所には保健所及び市町村保健センター等の数を含む。 
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 第２章  機能を考慮した医療提供施設の整備目標
 
 
 

 
○ 「愛知県がん対策推進計画」及び「健康日本２１あいち計画」の目標達成に向け、がん予防

のための生活習慣病改善支援を推進します。 

○ がん治療に関する病院の情報提供に努め、良質な医療の提供ができるよう医療機関の連携を
進めます。 

○ 地域連携クリティカルパスの普及に努めます。 
 
 
【現状と課題】 

  現  状   
１ がんの患者数等 
○ 悪性新生物による死亡数は平成17年が853
人、平成18年は771人、平成19年は762人、平
成20年は820人です。平成20年は総死亡の
31.0％を占めています。 
○ 5大がんの標準化死亡比及び超過死亡数（平
成15年～19年の5年間）は表2-1-2のとおりで
す。 

 
 
 
 
 
○ 圏域内の市町村が行う平成20年度のがん検
診の受診率は表2-1-1のとおりです。 

 
 
 
２ 医療提供体制 
○「急性期治療病院」とは、部位別（５大がん）

に年間手術10件以上実施した病院で、津島市
民病院では胃、大腸、乳腺、厚生連海南病院

では5大がん全ての部位で該当します。(愛知県
医療機能情報公表システム(平成21年度調査))

○ 「連携機能を有する病院」とは、５大がん（胃、

大腸、乳腺、肺、子宮）の１年間の手術件数が1

50件以上のがん診療連携拠点病院以外の病院で、

津島市民病院が該当します。 （愛知県医療機能

情報公表システム（平成21年度調査）） 

 

 

  課  題   

 
○ 5大がんの部位別の標準化死亡比は、女
性の乳がんを除き、全て高くなっていま

す。 
○ 超過死亡数からみると、肺がんは、男

性 105.5、女性 32.7 と高く、肺がん対策
への優先的な取組が望まれます。 

○ 肺がんは検診発見時に遠隔転移のあっ

たものが 33.1%と多く(平成 17 年地域が
ん登録)、5 年生存率も 30.5%(1990-1994
愛知県がんセンター年報)と低いため、予
防としてタバコ対策の一層の推進が望ま

れます。 
○ 圏域のがん検診受診率は胃がん、肺が

ん、大腸がんは県と比較して低い。がん

の早期発見のため、検診受診率の向上が

必要です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【基本計画】 

第１節 がん対策 
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○ また、5大がんの合計手術件数は津島市民病

院、厚生連海南病院ともに年間150件以上で

は、「連携機能を有する病院」に該当します。

(愛知県医療機能情報公表システム(平成21年

度調査)) 

○ 「地域がん診療連携拠点病院」は、「連携機能

を有する病院」と連携して専門的ながん医療を

提供している病院で、厚生連海南病院が該当

します。 

○ 手術症例数が比較的少ない肝臓、胆道、膵臓

等の専 

門的手術機能については機能が不足している

傾向にあります。(表2-1-4) (愛知県医療機能

情報公表システム(平成21年度調査)) 

○ がん患者の受療動向では、自地域患者率

55.4%であり、名古屋医療圏への依存がみられ
ます。(平成21年度患者一日実態調査) 
○ 外来における化学療法実施病院数は、3病院

です。(愛知県医療機能情報公表システム(平

成21年度調査)) 

○ 地域がん登録事業を行っています。平成19

年悪性新生物患者届出協力機関は2病院、1

診療所です。地域がん登録における5大がん

の罹患数は表2-1-3のとおりです。(「愛知県
のがん登録」報告書(平成21年6月発行) 

○ 院内がん登録を行っているのは海南病院1か

所です。(平成21年保健所調査) 
 
３ 緩和ケア等 
○ 緩和ケア病棟を有する医療機関は津島市民

病院、厚生連海南病院があります。(愛知県医

療機能情報公表システム(平成21年度調査)) 

 

○ 緩和ケアのための在宅医療に対応している

病院は1か所、在宅末期医療総合診療を行って
いる診療所は1５か所あります。(愛知県医療
機能情報公表システム(平成21年度調査)) 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 手術症例数が比較的少ない専門的手術

機能については、機能を有する医療機関

との連携を図る必要があります。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ がん登録事業の推進を図る必要があり

ます。 
 
 
○ がん患者の増加とともに緩和ケアの需

要は高まると予想されます。身近なところ

で緩和ケアが受けられるようにしていく必

要があります。 
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４ 医療連携体制 

○ 急性期治療病院、地域がん診療連携拠点病

院、都道府県がん診療連携拠点病院は、相互

の連携により専門的医療を提供します。 

○ 地域連携クリティカルパスを使用している

病院はありません。(平成21年度医療実態調

査)  

○ 退院後は治療を受けた病院へ引き続き通院

する人は80.6%です。(平成19年度医療実態調

査)（表2-1-4） 

 
 
 
 
○ 地域連携のクリティカルパスを整備し

ていく必要があります。 
 
○ 厚生連海南病院では、がんの地域連携

クリティカルパスの平成22年度の導入を
目指します。 

 
 
 

 
 
表2-1-1 がんの標準化死亡比・超過死亡数（平成15年～19年の5年間） 

 男 女 

圏域 死亡数 期待死亡数
標準化

死亡比
超過死亡数 死亡数 期待死亡数 

標準化

死亡比
超過死亡数

胃がん 420 384.7 109.2 35.3 209 190.1 109.9 18.9 

肺がん 630 524.7 120.1 105.3 214 181.3 118.0 32.7 

大腸がん 269 262.8 102.4 6.2 214 202.0 105.9 12.0 

乳がん ― ― ― ― 125 129.6 96.5 -4.6 

子宮がん ― ― ― ― 65 62.5 103.9 2.4 

参考： 

愛知県肺がん 
11,665 11307.8 103.2 357.2 4077 3967.3 102.8 109.7 

資料 愛知県衛生研究所 
(注)超過死亡数＝実死亡数―期待死亡 
 
 
表2-1-2 がん検診受診率（20年度） 

 胃がん 肺がん 大腸がん 乳がん 子宮がん 

圏 域 14.1(14.3） 15.8(17.4) 15.9(17.5) 18.4(17.8) 15.6(14.6) 

県平均 19.7 35.1 29.4 13.2 11.8 
  資料 愛知県 平成19年度各がん検診の結果報告 

(注)（ ）は、「今後の我が国におけるがん検診事業評価のあり方について」(平成20年3月)
で示された「推計対象者数」を用いて算出した受診率 
 

表2-1-3 がんの罹患数（平成17年） 
 
 
 
 
 
 

 資料 「愛知県のがん登録」報告書(平成21年6月発行) 
 (注)*は上皮内がんを含む 

 

圏域 胃がん 肺がん* 大腸がん* 乳がん* 子宮がん* 

男性 146 156 133 ― ― 

女性 68 76 87 109 53 

【今後の方策】 
○ がんの診断から治療、終末期まで、適切な医療が提供できるよう連携体制の充実をはか

ります。 
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表2-1-4 手術症例の少ない機能等 
 
 
 
 
 

 
 
 

資料：愛知県医療機能情報公表システム（平成 21年度調査） 
  ・該当する部位の年間手術件数が1から9件の場合を○、10件以上の場合を◎としています。 
 

 
表2-1-5 がん入院患者(平成21年6月30日)の状況 

 
 
 
 
表2-1-6 がん入院患者(平成21年6月30日)の状況 

 
 
 
 
 
表2-1-7 がん患者の退院後の状況（4病院） 

居 宅 
他院入院 死亡 計 

自院通院 他院通院 
58 ４  4  6 72 (人) 

80.6 5.5 5.5 8.4 100.0 (%) 
資料 平成21年度医療実態調査 
(注)平成21年3月中の総患者退院数が400人以上の施設については平成21年9月51日から7日ま
で、400人未満の施設については平成21年9月1日から14日までの期間に退院した患者の退院後
の状況について調査 
集計数は、総患者退院数が400人以上の施設については、期間中の退院 

 
 
 
 
 

 
 

手術症例の少ない機能 舌 咽頭 甲状腺 食道 胆道 膵臓 卵巣 骨髄移植

厚生連海南病院 
(地域がん診療連携拠点

病院) 
 ○ ○ ◎ ○  ○  

津島市民病院 
(急性期治療病院) ○  ◎ ○ ○  ○  

医 療 圏  

名古屋 海 部 尾張中部尾張東部尾張西部尾張北部知多半島西三北部西三南部東三北部東三南部 計 自地域患者率%

130 180 1 4 6 3 1 325 55.4

患者住所地  

名古屋 海 部 尾張中部 尾張東部 尾張西部 尾張北部 知多半島 西三北部 西三南部 東三北部 東三南部 県外等 計 

6 180 1 1 9  36 233
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○ がん対策基本法 

平成１９年４月１日に施行され、がんの早期発見及び予防の推進、がん医療の均てん化の促進、

がん研究の推進を基本的施策とするとともに、政府に「がん対策推進基本計画」、都道府県に「都

道府県がん対策推進計画」の策定を義務づけています。平成１９年６月に策定された「がん対策

推進基本計画」に基づき、平成２０年３月に「愛知県がん対策推進計画」が策定されました。 

 

 ○ 愛知県がん対策推進計画 

  がん対策基本法に基づき、愛知県におけるがん医療の総合的かつ計画的な推進を図るため、

平成２０年３月に策定されました。予防と治療と研究の各分野にわたるがん対策の先進県を

目指すこと、県内どこに住んでいても高度ながん医療が受けられる体制づくりを推進するこ

と、がん患者やその家族の方々の視点に立ったがん対策を実施することを基本方針としてい

ます。 

 

○ 健康日本２１ 

壮年期死亡を減少させ、認知症や寝たきりにならない状態で生活できる期間(健康寿命)を

延伸させること等を目的に、保健医療水準の指標となる具体的目標を定め、これを達成する

ための諸施策を体系化した新しい国民健康づくり運動です。なお、平成 18年度に実施した

中間評価・見直しの結果、運動期間を平成 22年度から平成 24年度まで 2年間延長しまし

た。 

 

○ 健康日本２１あいち計画 

本県では「健康日本２１」の地方計画として、県民一人ひとりや健康関連団体等が協働し

て健康づくりを推進していくための取組を数値目標（目標年度：平成 22年度）として示す

「健康日本２１あいち計画」を平成 13年３月に策定しました。 

なお、平成 15年５月に健康増進法が施行されたため、この計画を同法第 8条第 1項の規

定の「都道府県健康増進計画」と位置づけました。 

平成 17年度に中間評価・見直しを行い、23の重点項目を選定しました。 

さらに、平成 19年度に医療制度改革に関連する目標項目を追加するとともに、「健康日本

21」に合わせ、運動期間を平成 24年度まで延長しました。 

 
○ 地域がん登録 
がんの罹患状況やがんと生活習慣との関連を把握するために行う登録で、医療機関からの

届出により行うものです。この医療機関からの届出は、個人情報保護法第 16条第 3項第 3
号の規定等により、同法に違反しないということが認められています。 

 

用語の解説 
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がん医療連携体系図 
 
 
 
 
                         
                          
                        連携 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                        連携 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

○Ｂ  

保健・ 
健診機関 

○Ｃ  

診療所 
歯科診療所 

症状なし 

症状あり 

紹
介 

紹介

紹介 

 

 

 

○Ａ  

県民 

○Ｌ緩和ケア 
・緩和ケア病棟

を有する病院 
 

紹介 

紹介 ○Ｉ  

訪問看護 

ステーション 

○Ｈ  

診療所 
歯科診療所

退院

往

診
受

診

入

院

       早期発見・診断   専門的医療        在宅医療・緩和ケア 

○Ｋ在宅 

看

護

○Ｇ都道府県がん診療連携拠点
病院  

○Ｄ  

急性期治療

病院 

連

携 

指示 

○Ｊ  

薬局 

 
管
理 

指
導 

受診 

症状あり 

退

院 

連

携

○Ｅ  

連携機能を

有する病院 

連

携

○Ｆ  

地域がん診

療連携拠点

病院 

○Ｍ  
緩和ケア 

・在宅末期医

療医療総合

診療 
 

往

診

受

診
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＜がん医療連携体系図の説明＞ 
 
○Ａ県民(健康日本21あいち計画：県民自らの取組) 
・緑黄色野菜をしっかり食べ、適度な運動を心がけ、規則正しい生活を送ります。 
・たばこを吸わないようにし、受動喫煙の防止にも気をつけます。 
・がん検診を定期的に受けます。 
○Ｂ保健・検診機関 

・がんについての健康教育を行います。 
・市町村保健センターが窓口でがん検診を行っています。 
○Ｃ診療所・歯科診療所 

・がん検診を行っている所もあります。 
・必要に応じ専門的医療を行っている病院に紹介します。 
○Ｄ急性期治療病院 
・「急性期治療病院」は、５大がん（胃、大腸、乳腺、肺、子宮）のいずれかの手術件数が年間10件
以上の病院です。 

○Ｅ連携機能を有する病院 
・「連携機能を有する病院」とは、がん診療連携拠点病院以外のがん専門病院をいい、愛知県医療機能情

報公表システム（平成21年度調査）において５大がん（胃、大腸、乳腺、肺、子宮）の１年間の手術件数

が150件以上の病院です。 

○Ｆ地域がん診療連携拠点病院 

・厚生労働大臣が指定したがん診療の拠点となる病院です。 
・「急性期治療病院」、「地域がん診療連携拠点病院」、「都道府県がん診療拠点病院」は、相互の連携

により専門的医療を提供します。 
・がん診療連携拠点病院には、相談支援センターが設置され、がん治療、療養生活、セカンドオピ

ニオンができる医師の紹介などのがんの医療に関する様々な質問や相談に応じます。 
○Ｈ診療所・歯科診療所 

・ 病院での治療終了後、在宅での治療、経過観察を行います。 
・ 必要に応じ往診診療を行います。 
○Ｉ訪問看護ステーション 
・ 看護師等が主治医の指示を受けて、医療的な処置や看護ケアにより療養生活を支援します。 
○Ｊ薬局 
・ 主治医の指示により服薬の指導・管理を行います。 
○Ｌ緩和ケア(ケア病棟) 
必要に応じ緩和ケア病棟を有する医療機関への入院により緩和ケアが実施されます。 

○Ｍ在宅末期医療総合診療(別表) 
・緩和ケアのための在宅医療に対応している診療所です。 
 
  
 
 
  ※ がん医療を担う具体的な医療機関名は、別表に記載しております。 
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○ 「健康日本２１あいち計画」の目標達成に向け、脳卒中の予防のための生活習慣支援を推

進します。 
○  脳血管疾患については、診断から急性期治療、リハビリテ－ションに至る治療体制の充実
を図ります。 
○ 循環器疾患の医療機能の充実と生活習慣改善を支援することにより、脳血管疾患による死

亡の減少を図ります。 
 

【 現状と課題 】 
 現  状  

 
１ 脳血管疾患の患者数等 
○ 脳血管疾患による死亡数は平成17年304人、平
成18年281人、平成19年273人、平成20年281人
です。平成20年は総死亡数の10.6%を占めてい
ます。 
○ 脳血管疾患の標準化死亡比（平成15～19年の5
年間）は表2-2-1のとおりです。 

 
２ 医療提供体制 
○ 脳血管領域における治療病院は、津島市民病

院、高度救命救急医療機関は厚生連海南病院で

す。 (平成21年度医療実態調査) 

○ 脳血管領域における医療の実績については表

2-2-2のとおりです。(愛知県医療機能情報公表
システム(平成21年度調査)) 

 
３ 医療連携体制 
○ 脳卒中の地域連携クリティカルパスを使用し 
ているのは、偕行会リハビリテーション病院、

尾張温泉リハビリかにえ病院の2か所です。(平
成21年度医療実態調査) 

○ 退院後は治療を受けた病院へ引き続き通院す

る人は62.1％です。(表2-2-3 (平成21年度医療実
態調査)) 

 
 
 
４ 医学的リハビリテーション 
○ 平成21年度10月1日現在回復期リハビリテーシ

ョン病床を有する医療機関は5か所あります。 
○ 脳血管疾患等リハビリテーション料を算定し

ている病院は、7か所あります。(愛知県医療機

能情報公表システム(平成21年度調査)） 
 

 課  題  
 
 
○ メタボリックシンドローム対策(内臓
脂肪症候群)、喫煙対策などの生活習慣
改善支援が必要です。 

 
○ 脳血管疾患の中で、特に脳内出血に

よる標準化死亡比が高いです。 
 

 
 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
 
○ 退院後も身近な地域においてリハビ

リテーションが受けられるよう病病、病

診連携を推進することが必要です。 
 
 
 
 

 

【基本計画】

第２節 脳卒中対策 
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表 2-2-1 脳血管疾患の標準化死亡比（平成 15～19年の 5年間） 

 脳血管疾患(全体) くも膜下出血 脳内出血 脳梗塞 

男性 104.0 82.9 142.0 88.8 

女性 109.2 107.9 161.0 90.8 
資料 愛知県衛生研究所 
 
表2-2-2 脳血管疾患医療の状況 

 頭蓋内血腫除去術 脳動脈瘤根治術 脳血管内手術 高度救命救 

急医療機関 

2 病院(88件) 2病院(86件） 2病院(62件) 1 

資料：愛知県医療機能情報公表システム（平成 21年度調査） 
 
表 2-2-3 脳卒中患者の退院後の状況（3病院） 

居宅 
他院入院 他施設 

入所 死亡 不明 計 
通院不要 自院通院 他院通院 

 41 6 5  10 4 66(人) 

 62.1 9.1 7.6  13.9 6.1 100.0(%)

資料 平成21年度医療実態調査 
 

(注) 平成21年9月中の総患者退院数が400人以上の施設については平成21年9月1日から7日まで、
400人未満の施設については平成21年9月1日から14日までの期間に退院した患者の退院後の
状況について調査 
集計数は、総患者退院数が400人以上の施設については、期間中の退院患者の数の倍数 

 

【今後の方策】 
○ 「健康日本２１あいち計画地域推進事業」における研修や会議等により、目標が達成でき

るよう引き続き生活習慣病対策を進めていきます。 
○ 急性期医療からリハビリテーションまでの治療体制の整備を進めていきます。 

○  健診受診率の向上、健診後の保健指導の充実、メタボリックシンドローム対策、喫煙対策など生

活習慣改善の支援を行います。 
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脳卒中医療連携体系図 

 
 
 
                         
                      連携 

 
 
 
 
 
 
 
                      連携 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

    

○Ａ  

県民 
○Ｇ 在宅 

＜脳卒中医療連携体系図の説明＞ 

 
○A 県民（健康日本 21あいち計画：県民自らの取組） 

・ お酒を飲む時は、節度ある適度な飲酒に心がけます。 

・ 食塩や脂肪の摂りすぎに注意し、運動習慣を身につけます。 

・ 健康な食生活に関する知識を身につけます。 

・ 定期的に健康診断を受け、健康管理に役立てます。 

・  

○Ｂ病院・診療所 

・ 軽症の場合は診療所を受診することもあります。 

 

○Ｃ脳血管領域における治療病院  
・「脳血管領域における治療病院」とは、頭蓋内血腫除去術、脳動脈瘤頚部クリッピング（脳動脈瘤被包術、脳動脈

瘤流入血管クリッピング（開頭）含む）または脳血管内手術を実施している病院です。 

 
○D高度救命救急医療機関 
・「高度救命救急医療機関」とは、救急対応専門医師数７名以上（７人未満の場合は時間外対応医師（病院

全体・当直）が４名以上）かつ脳神経外科医師と神経内科医師の両方が在籍する病院です。 

 
○Ｅ病院(回復期リハビリ) 
・県民は、回復期リハビリテーション機能をもつ医療機関で、身体機能の早期改善のための集中的なリハ
ビリテーションを受けます。 
・「回復期リハビリテーション機能を有する医療機関」とは、回復期リハビリテーション病棟の届出を行
い、脳血管疾患等リハビリテーション料を算定している病院です。 

 
○Ｆ介護老人保健施設 
・ 介護老人保健施設はリハビリ等を行う在宅への移行機関です。 

         急性期       回復期        在宅医療      

○Ｃ 脳血管領
域における治

療病院 
 

○Ｅ病院 
回復期リハビリテ

ーション機能を有

する医療機関 

○Ｈ診療所 
維持期リハビリ

○Ｆ  
介護老人保健施設

○Ｌ居宅介護

支援事業所 

救急搬送 

退院

紹介 

紹介 

往

診
受

診

退

院

○Ｉ訪問看護 
ステーション 

○Ｊ薬局 

○Ｋ 
歯科診療所

支
援 

 
 
退

所

看

護

指示

受

診 往

診 

紹介

管
理 

指
導 

受診

受

診

○Ｂ  

病院・

診療所

 紹介 受診 

○Ｄ 高度救命
救急医療機関
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○Ｈ診療所 
・ リハビリテーション科を標榜している診療所は 38 か所、整形外科を標榜している診療所は 23 か所
あります(重複あり)。 

 

○Ｉ訪問看護ステーション 

・ 主治医の指示を受け、訪問看護を行います。 

○J 薬局 

・ 主治医の指示により訪問服薬指導等を行っています。 

 

○K 歯科診療所 

・ 必要に応じ居宅や介護老人保健施設、病院へ往診診療を行います。 

・ 嚥下障害、誤嚥性肺炎の予防のため口腔ケア・摂食嚥下障害のリハビリ等も行います。 

 

○L 居宅介護支援事業所 

・ 在宅生活の支援を行います。 

 
 
※ 脳卒中医療を担う具体的な医療機関名は、別表に記載しております。 
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○「健康日本２１あいち計画」の達成に向け、急性心筋梗塞の予防のための生活習慣病改善

支援を推進します。 
○  心疾患については、診断から急性期治療、リハビリテ－ションに至る治療体制の充実を
図ります。 
○ 心疾患による死亡者数の減少を図るため、医療機能の充実と生活習慣改善を支援しま

す。 
 
【 現状と課題 】 

 現  状  

 
１ 心疾患の患者数等 
○ 心疾患による死亡数は平成12年345人、平成

17年408人、平成18年403人、平成19年366人、
平成20年374人です。平成1720年は総死亡の 
15.0%を占めています。 
○ 心疾患の標準化死亡比（平成15年～年19の5
年間）は表2-2-4のとおりです。 

 
２ 医療提供体制 
○ 心臓血管外科を標榜している病院は厚生連

海南病院1か所です。(平成21年度愛知県医療機
能情報公表システム（平成21年度調査) 
○ 平成 21 年度患者一日実態調査による 6 月 1

か月間の医圏域完結率は、経皮的冠動脈形成

術では 14.3%(28 件のうち 4 件)、心臓外科手

術は 26.1％(23 件のうち 6件)で、名古屋医療

圏への流出患者率が大きくなっています。一

方、圏域への流入患者率は、心臓外科手術が

45.5%(11 件のうち 5件)です。 
 
３ 医療連携体制 
 ○ 循環器系領域における治療病院は、津島市

民病院、厚生連海南病院で対応しています。(表
2-3-2) 

 
○ 心疾患のクリティカルパスを導入している

医療機関はありません。 
 
○ 厚生連海南病院では、心疾患の地域連携ク

リティカルパスの導入に向けて検討を進めて

 課  題  
 
 
 
 
 

 
○ 心疾患による標準化死亡比は、男女

とも高く、特に心不全が高いです。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第 3節 急性心筋梗塞対策 

【基本計画】 
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います。 
 
４ 医療的リハビリテーション 
○ 「心大血管疾患リハビリテーション実施病

院」とは、回復期リハビリテーション病棟の

届出を行い、心大血管疾患リハビリテーショ

ン料を算定している病院で、当圏域には該当

病院はありません。（平成21年度患者一日実

態調査) 
 

 
 
○ 心疾患の診断から急性期治療、リハ

ビリテ－ションに至る治療体制の充実

を図る必要があります。 

 
 
 
 
 
 
 
 

表2-2-4 心疾患の
標準化死亡比（平

成15年～19年の5
年間） 
 
 

 
 
 
 
資料 愛知県衛生研究所 
 
 

表2-2-5 心疾患医療の状況 

資料：愛知県医療機能情報公表システム（平成 21年度調査） 

 

 心疾患(全体) 急性心筋梗塞 心不全 
男 102.6 109.6 118.6 
女 107.4 114.6 115.9 

心臓ｶﾃｰﾃﾙ法による諸
検査 冠動脈バイパス術

経皮的冠動脈形成術
（PTCA） 

経皮的冠動脈血栓吸引
術 

経皮的冠動脈ステン
ト留置術 

高度救命 
救急 
医療機関

2 病院 1病院(36件) 2病院(40件) 1病院(3件) 2病院(256件) 1 

【今後の方策】 
○ 「健康日本２１あいち計画地域推進事業」における研修や会議等により、目標が達成で

  きるよう引き続き生活習慣病対策を進めていきます。 

○ 急性期医療からリハビリテーションまでの治療体制の整備を進めていきます。 

○  健診受診率の向上、健診後の保健指導の充実、メタボリックシンドローム対策、喫煙対策など

生活習慣改善の支援を行います。 
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急性心筋梗塞医療連携体系図 
 

                         

                             連携      

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
○Ａ  
県民 

<急性心筋梗塞医療連携体系図の説明＞ 

 
○A 県民(健康日本 21あいち計画：県民自らの取組)  

・ お酒を飲む時は、節度ある適度な飲酒に心がけます。 

・ 食塩や脂肪の摂りすぎに注意し、運動習慣を身につけます。 

・ 健康な食生活に関する知識を身につけます。 

・ 定期的な健康診断を受け、健康管理に役立てます。 

○Ｂ診療所 

・ 軽症の場合は診療所を受診することもあります。 

○Ｃ循環器系領域における治療病院 

・ 「循環器系領域における治療病院」とは、経皮的冠動脈ステント留置術または経皮的冠動脈形成

術（PTCA）を実施している病院です。 
○D高度救命救急医療機関 
・ 「高度救命救急医療機関」とは、救急対応専門医師数７名以上（７人未満の場合は時間外対応医

師（病院全体・当直）が４名以上）かつ循環器科医師と心臓血管外科医師の両方が在籍する病院で

す。 

○E心大血管疾患リハビリテーション実施病院 
・ 「心大血管疾患リハビリテーション実施病院」とは、回復期リハビリテーション病棟の届出を行
い、心大血管疾患リハビリテーション料を算定している病院です。 

○Ｆ診療所 

・ 診療所の中で循環器科を標榜している 30か所です。 

・ 診療所・歯科診療所とも必要に応じ往診診療を行います。 

 

※ 急性心筋梗塞医療を担う具体的な医療機関名は、別表に記載しております。 

               急性期          回復期   

救急搬送 

 
○F 診療所 

 

紹介 

 
○G 在宅 

退院 

受

診

往

診

受診 

○Ｂ  

診療所 紹 介受診

○Ｃ  
循環器系領

域における

治療病院 
 
 

○D  

高度救命救

急医療機関 
 

紹介 

○E 心大血
管疾患リ

ハビリテ

ーション

実施病院 
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○ 「健康日本２１あいち計画」の達成に向け、糖尿病予防のための生活習慣改善支援を推

進します。 

○ 糖尿病患者や糖尿病ハイリスク者に適切な生活習慣及び治療が継続できるよう、病院・

診療所・保健所・市町村・事業所などの関係機関の連携を強化し、医療提供体制の整備に

努めます。 

○ 治療中断者や未治療者に対する糖尿病の知識普及や啓発を推進します。 
 
【現状と課題】 

 現  状  

 

１ 糖尿病の患者数等 

○ 平成 19年に行われた国民健康・栄養調査結
果によると「糖尿病が強く疑われる人」が約

890 万人、「糖尿病の可能性が否定できない
人」が全国で約 1,320 万人と推計され、平成
14 年に実施された糖尿病実態調査時に比べて
これらの合計は約 1.3 倍等増加傾向にありま
す。 
○ また、「強く疑われる人」の治療状況につい

ては、「ほとんど治療を受けたことがない」と

回答した人が約 4割と報告されています。 
 ○ 平成 21年 9月に糖尿病の教育入院をしてい
る当圏域の患者数は、病院では 34人、診療所
では 18人です。(平成 21年度患者一日実態調
査) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 課  題  

 

 

○ 糖尿病の進行や合併症を予防するため

には、初期・境界型の患者教育の充実が

必要と考えられ、保健医療機関が連携し

てこの役割を担っていくことが求められ

ます。 

○ メタボリックシンドローム（内臓脂肪

症候群）は、糖尿病等の基礎病態である

ことが多いため、特定健診の受診率を高

め早期のリスク発見を促す必要がありま

す。 

○ 糖尿病ハイリスク者に健診後の受診勧

奨と適切な生活習慣改善指導や医療の提

供ができるよう 医療機関の情報および

市町村、事業所等で行われている健診・

保健指導の情報を関係者で共通理解し、

地域における治療と予防の連携システム

を構築していく必要があります。 

○ 糖尿病の疑いがあるままの放置や治療

中断は、糖尿病性腎症や増殖性網膜症な

どの重症合併症につながりやすいことか

ら、自らが定期的に診察を受け、早期に

生活習慣改善ができる体制作りや糖尿病

の知識普及・啓発が重要です。 

○ 事業所などを含め、治療を受けやすい

体制や治療中断者への対応について検討

する必要があります。 

 

 

 

【基本計画】 

第４節 糖尿病対策 
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２ 医療供給体制 
 ○ 食事療法、運動療法、自己血糖測定の糖尿

病患者教育を実施している医療機関は 10施設
あります。 (愛知県医療機能情報公表システ

ム(平成 21年度調査)) 
○ 常勤の糖尿病専門医や内分泌代謝科専門医

がいる病院は津島市民病院、公立尾陽病院、

厚生連海南病院の３か所です。(平成 19 年度

医療実態調査：愛知県医療機能情報公表シス

テム(平成 21年度調査)) 
○ 人工透析を行っている診療所は 4 か所、病

院は 1 か所あります。(平成 19 年度医療実態

調査) 

 

３ 医療連携体制 

○ 診療所等は必要に応じ、教育入院を行って

いる病院を紹介しています。 

○ 平成 21年度患者一日実態調査によると、糖

尿病の教育入院を実施している病院は 5 施設

あり、平成 21 年 9 月の教育入院患者数は 28

人です。そのうち、患者の住所が圏域外にあ

るものは 3人で、流入患者率は 10.5%です。一

方、圏域外の医療機関に入院した患者数は 9

人で、流出患者率は 26.5%です。 

○ 糖尿病の地域連携クリティカルパスを使用

しているのは津島市民病院 1か所です。(平成

21 年度医療実態調査) 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 糖尿病対策では医療の連携が重要であ

り、地域において病院、診療所、歯科診

療所がそれぞれの機能を生かした役割分

担を行い、病診連携及び病病連携を推進

する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 厚生連海南病院では、糖尿病の地域連

携クリティカルパスの平成22年度導入を

目指しています。 

 

【今後の方策】 

○ 「健康日本２１あいち計画地域推進事業」における研修や会議等により、目標が達成で 

  きるよう引き続き生活習慣病対策を進めていきます。 

○ 糖尿病患者が適切な生活習慣及び治療が継続できるよう、病院、診療所、歯科診療所、保

健・健診機関、事業所等の連携を図り、糖尿病初期教育、治療中断者への対応、腎症や網膜

症などの合併症治療等、糖尿病の各段階に合わせた適切な医療体制の構築を検討していきま

す。 

○ 若年からの教育や正しい生活習慣の在り方を習得することによる予防効果が大きいことか

ら、学校保健や産業保健と連携して予防対策を推進していきます。 
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糖尿病医療連携体系図 

 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜糖尿病医療連携体系図の説明＞ 

 
○Ａ県民(健康日本 21あいち計画：県民自らの取組) 

・ 生活習慣(食生活、運動)に気をつけ、健康な生活を送るようにします。メタボリックシンドローム

を予防します。 

・ 糖尿病について正しい知識を持ちます。 

・ 定期的に健診を受け、早期発見、必要に応じ生活習慣の改善に努めます。 

○Ｂ保健・健診機関 

・ 保険者による特定健康診査や職場で定期事業主健診を行います。 

・ 糖尿病について情報提供や糖尿病教室など健康教育を行います。 

・ 必要な場合は保険者医療機関へ紹介します。 

○Ｃ診療所 

・ 糖尿病について精密検査を行います。 

・ 定期的な受療において、日常の血糖管理の状態を把握し、重症化や合併症の予防を促します。 
・ 食事療法、運動療法、自己血糖測定の糖尿病患者教育を実施している診療所もあります。 

・ 必要に応じ、病院を紹介します。糖尿病教室など生活習慣の改善指導のため保健センターを紹介す

ることもあります。 

○Ｄ病院  

・ 常勤の糖尿病学会専門医や内分泌代謝科専門医がいる病院は、2か所です。 
 
○Ｅ合併症治療の医療機関 
・ 人工透析を行っている診療所があります。 
○Ｆ歯科診療所 
・ 糖尿病と歯周病の関係を踏まえ、連携を図ります。 

        健診 生活指導 精密検査 治療      合併症治療等 

 

 

 

○Ａ  

県民 

○Ｂ  
保健・ 
健診機関 

○Ｄ  

病院 

 

○Ｅ 合併症
治療の医療

機関 
 

症状なし 

紹
介 

受診 
○Ｃ診療所

 

○Ｆ  
歯科 
診療所 
 

連携

 連携 

  紹介・連携

  紹介・連携 

紹
介 

紹介 
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 第３章  救急医療対策・災害保健医療対策
 

第１節 救急医療対策 

 
 
○ 第１次救急医療においては、外科及び歯科の平日夜間の診療体制について検討します。

○ 救命救急センターを複数設置できるよう検討します。 
○ 救急搬送等における救急医療情報システムのより効率的な活用を図ります。 
○ 救急搬送における応急手当の救命効果等について、住民への知識普及を推進します。

 
【現状と課題】 

 現  状  
１ 第１次救急医療体制 
○ 内科の休日及び平日夜間における救急医療

体制は、海部地区急病診療所で、内科の休日

のみについては、津島地区休日急病診療所で、

外科については、在宅当番制で対応していま

す。（表 3-1-1） 
 ○ 病院の時間外における受診患者のうち、入

院患者は 10.9％であり、残り 89.1％の患者は
入院を必要としない比較的軽症の患者と考え

られます。(表 3-1-2) 
○ 歯科の休日における救急医療体制は、海部

地区は海部地区急病診療所、津島地区は在宅

当番制で対応しています。 
 
２ 第２次救急医療体制 
○ 当医療圏には、救急告示病院が３施設、救

急告示診療所が２施設あります。 
○ 当医療圏は、2次医療圏と一致する海部広域

2次救急医療圏(救急患者の受け入れ体制が確
保できる区域）が設定されており、病院群輪

番制方式（津島市民病院、厚生連海南病院の 
 
公的２病院）で重症患者の受入れを行ってい 
ます。(表3-1-3） 
 

○ 厚生連海南病院では、循環器科、脳神経外

科、小児科について、毎日対応し、津島市民

病院では脳神経外科、小児科について日、時

間帯によって当直又はオンコール体制で、対

応しています。（愛知県医療実態調査：平成

21年度）（表 3-1-4） 
 
 

 

 課  題  
 
○ 外科における平日夜間の救急医療体制

の整備を検討する必要があります。 
 
 
 
○ 入院・外来救急医療の機能分担により、

軽症患者の病院集中を防ぎ、病院勤務医の

疲弊を防止する必要があります。 
 
○ 歯科における平日夜間救急医療体制の

整備を検討する必要があります。 
 
 
 
○ 緊急性の高い救急医療に対応できる各

診療部門の専門医の確保が必要です。 

【基本計画】 
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３ 第３次救急医療体制 
○ 重篤患者は当医療圏外の救命救急センタ－

（名古屋第一赤十字病院等）へ搬送していま

す。 
 
 ○ 厚生連海南病院は、救命救急センター指定

を目指し施設整備を進めています。 
 
 
 
 
 
 
４ 救急搬送体制 
○ ５消防組合等に救急車 16台が配備され、平
成 20年は 11,901人の搬送がありました。（表
3-1-5） 
また、救急医療情報センターにおける平成

20 年度の案内件数は 8,244 件でした。（表
3-1-6） 

 
 ○ 公立病院等の入院救急医療患者受け入れ制

限により、当圏域の３０分以内収容所要時間

別搬送人員割合が悪化し、その後、幾分の改

善がみられるものの、将来的にはその解消が

望まれます。（表 3-1-7） 
 

５ 公的病院の役割等 
 ○ 有識者会議から、東部地域においては、名

古屋第一赤十字病院と公立尾陽病院を中心に

救急医療体制を充実する方向が望ましく、両

病院の連携を強化する必要があり、また、南

西部地域においては、厚生連海南病院を中心

に救急体制が確立されているが、緊急性の高

い医療について複数体制を確保する必要があ

り、津島市民病院との機能強化を図る必要が

あると提言されています。 
 
 ○ 地域医療再生計画では、入院・外来救急医

療について機能分担による再構築を図るため

の事業が掲げられています。 
 
６ プレホスピタルケア 
○ 保健所、市町村及び消防署では、救急搬送

における応急手当講習等を実施しています。 
 
○ 当医療圏の救急救命士の数は 77 人です。
（表 3-1-5） 

 
○ ｢愛知県における救命救急センター設置

方針｣みよると、原則として 2 次医療圏に
複数設置する。ただし、人口が５０万人を

大きく下回る（２割）医療圏や地域の実情

によっては、隣接する医療圏の救命救急セ

ンターを含めて複数体制を検討するとし

ている。現在、当圏域では、隣接医療圏の

救命救急センターで対応していますが、南

西部地域における第３次救急医療体制を

確保するため救命救急センター設置の必

要があります。 
 
 
○ 保健所及び市町村は、関係機関と連携

し、救急搬送における応急手当の救命効果

等について、住民への知識普及を推進する

必要があります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 有識者会議で提言された救急医療体制

確保のための地域医療連携や地域医療再

生計画に掲げられた事業について、取り組

みを進めるとともに、その成果を検証して

いく必要があります。 
 
 
 
 
 
○ 公立尾陽病院においては、名古屋第一赤

十字病院との病病連携により、一般救急対

応及び連携支援（後方支援）病床の整備を

する必要があります。 
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○ 自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の使用が、

救急の現場に居合わせた一般市民にも認めら

れたため、圏域内でもＡＥＤの設置が進んで

います。また、医師会及び保健所では、講習

会を実施しています。 

 
 
○ 自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の利用等

に関する普及啓発が必要です。 

 
【今後の方策】 
○ 救急搬送等における救急医療情報システムのより効率的な活用が図れるよう普及啓発に努

めます。 
○ 地域医療再生計画に基づき、海部地区急病診療所における平日夜間及び休日夜間並びに津

島地区休日急病診療所における休日診療の実施について支援します。 
 ○ 地域医療再生計画に基づき、名古屋第一赤十字病院から公立尾陽病院へ、厚生連海南病院

から津島市民病院へ医師派遣について支援します。 
 ○ 地域医療再生計画に基づき、公立尾陽病院が名古屋第一赤十字病院との医療連携により整

備する救急医療施設(一般救急対応)及び連携支援病床の整備について支援します。 
○ 関係機関と連携を図り、救急搬送における応急手当（ＡＥＤや救急蘇生法等）の救命効果 
○ 等について講習会を開催し、住民への知識普及を行います。 

 
表３－１－１ 第１次救急医療体制の状況               （平成 21年 10月現在） 

 
地区別 

 
医療機関名等 

 
診療科 

受付時間 

土曜日 日曜日、祝日 平日夜間 

 
津島地区 

津島地区休日急病診療所 内科・小児科   － 8:30～16:30    － 
在宅当番医制 外科 13:00～21:00 9:00～21:00    － 
在宅当番医制 歯科   － 9:00～12:00    － 

 
 
海部地区 

 
海部地区急病診療所 

 
内科・小児科 

 
18:00～20:30 

9:00～11:30  
20:30～23:00
     

13:00～16:30
18:00～20:30

 在宅当番医制 外科 13:00～21:00 9:00～21:00     

海部地区急病診療所 歯科   － 9:00～11:30  
14:00～16:30

資料：保健所調査    
注：津島地区休日急病診療所 津島市内 昭和 57年 4月開設 
  海部地区急病診療所   津島市内 昭和 62年 4月開設 海部地区休日診療所として開設       

                             平成 21年 10月名称変更    
※ （平成 21年 10月海部医師会及び津島市医師会の協力のもと平日夜間開設） 

        受付時間については、事前に愛知県医療機能情報公表システムで確認してください。 
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表３－１－２ 病院の診療時間外おける受診患者の状況（平成 19年 3月 １か月間） 

医療機関 時間外受診患者の

あった数 
受診患者数   
     うち入院患者数 

病 院 ８       3,520  人   385 人（10.9％）
 資料：平成 19年度医療実態調査（愛知県健康福祉部） 
 
 
表３－１－３ 海部広域２次救急医療圏（病院群輪番制）    （平成 21年 4月現在） 

病   院   名 所  在  地 病  床 数 
津 島 市 民 病 院 津 島 市 440   床 
厚 生 連 海 南 病 院 弥 富 市 553  床 
資料：保健所調査 
 
 
表３－１－４ 病院における診療科目別救急体制の状況     （平成 21年 4月現在） 

診 療 科 別 毎日当
直あり

当 直 又 は ｵ ﾝ ｺ ｰ ﾙ で 
毎 日 対 応

日・時間帯により対応可 体制 
なし 

循 環 器 科 ０ １(厚生連海南病院） 0 10 
脳神経外科 ０ １(厚生連海南病院） １（津島市民病院） ９ 
小 児 科 ０ １(厚生連海南病院） １（津島市民病院） ９ 
資料：愛知県医療実態調査（平成 21年度） 
 
 
表３－１－５ 救急搬送体制等の状況            （平成 21年 4月現在） 

  消 防 本 部 別 救 急 車 
（台） 

救急救命士 
(人) 

平成 20年 
搬送人員（人）

津 島 市 消 防 本 部 ３ ( 3)  13 2,465 

愛 西 市 消 防 本 部 ３ ( 3) 15 2,036 

蟹 江 町 消 防 本 部 ３ ( 3) 13 1,267 

海部東部消防組合消防本部 ４ ( 4) 21 3,948 

海部南部消防組合消防本部 ３ ( 3) 15 2,185 

合 計   16  (16) 77 11,901 

資料：保健所調査 
注：救急車欄の（ ）は高規格車の台数で内数     
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表３－１－６ 救急医療情報センターにおける案内件数       （平成 20 年度） 

市町村名 住 民 医療機関 合 計 人口一万対 

津  島  市 2,342   247    2,589  393.2
愛  西  市 1,350    1     1,351  206.6 
弥  富  市 383    1     384   88.9 
七  宝  町 570   1      571  246.5
美  和  町 657   2      659  277.0 
甚 目 寺 町 1,375   17     1,392  351.4 
大  治  町 950   0      950  323.4 
蟹  江  町 582   0      582  157.8
飛  島  村  35   0       35   75.0 
医  療  圏 8,244   269    8,513 256.8
愛  知  県 154,150   1,871   156,021  210.7 
資料：愛知県救急医療情報センター 
 
 
表３－１－７ 収容所要時間別搬送人員３０分未満割合 

消 防 本 部 別 

平成１８年 平成１９年 平成２０年 

30 分未満 

搬送人員

（人） 

割合

（％） 

30 分未満 

搬送人員

（人） 

割合

（％） 

30 分未満 

搬送人員

（人） 

割合

（％）

津 島 市 消 防 本 部 1,974 76.0 1,550 62.3 1,511 61.3 

愛 西 市 消 防 本 部 1,244 54.2 1,067 46.5 840 41.3 

蟹 江 町 消 防 本 部 798 56.2 759 52.9 591 46.6 

海部東部消防組合消防本部 2,512 59.6 2,330 54.4 1,694 42.9 

海部南部消防組合消防本部 1,415 63.8 1,353 60.9 1,294 59.2 

       

30

35

40

45

50

55

60

65

70

75

80

平成１８年 平成１９年 平成２０年

( %)

津島市消防本部

愛西市消防本部

蟹江町消防本部

海部東部消防組合消防本部

海部南部消防組合消防本部

 
資料：愛知県消防年報（改変引用）
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救急医療連携体系図 

 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜救急医療連携体系図の説明＞ 

 

○Ａ県民 

・心臓マッサージの方法やＡＥＤの使い方を身につけます。 

・愛知県救急医療情報システムでは、診療可能な医療機関の情報を電話案内やインターネットで入手で

きます。 

○Ｂ平日夜間・休日診療所 

・内科や小児科の休日等における救急医療体制は、海部地区急病診療所、津島地区休日急病診療所、津

島地区薬剤師会調剤薬局で対応します。(表 3-1-1) 

 

○Ｃ在宅当番医制(外科) 

・外科の休日における救急医療体制は、在宅当番医制で対応します。 

 

○Ｄ休日歯科診療 

・津島地区は在宅当番医制(午前)、海部地区は海部地区急病診療所で対応します。 

 

○Ｅ救急告示医療機関 

・救急告示病院は３か所です。 
・救急告示診療所は２か所です。 
・ 救急病院等を定める省令に規定する救急病院(救急診療所)として認定され、救急医療を行うことを
表明している医療機関です。 

・  
○Ｆ第２次救急医療施設(病院郡輪番制) 
・病院群輪番制で重症患者の受入れを行っています。 
 
○Ｇ第 3次救急医療施設（救命救急センター） 
・脳卒中、心筋梗塞、頭部損傷などの重篤患者は救命救急センターで対応しています。 
 
※ 救急医療を担う具体的な医療機関名は、別表に記載しております。 

 

       第１次救急         第２次救急      第３次救急 

 

 

 

○Ａ  

県民 

○Ｂ平日夜間・休日診

療所 
 

 

○Ｆ 
第 2 次救急
医療施設 
(病院群輪番
制） 
 
 
 

 

 
○G  
第3次救急
医療施設 
（救命救

急センタ

ー） 
 

受診･搬送 搬送 

受診・搬送 

○Ｃ在宅当番医制 
（外科） 

○Ｅ救急告示 
医療機関 

受診 
紹介･搬送

○Ｄ休日歯科診療 
 

連携 
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第２節 災害保健医療対策 

 
 
○ 災害保健医療対策における関係機関との連携の強化を図ります。 
○ 住民に対する救急蘇生法、災害時のトリアージの意義等の普及啓発に努めます。 
○ 愛知県災害時保健活動マニュアルに基づいた保健活動を展開します。 

 
【現状と課題】 

 現  状  
１ 発災前の対策 
○ 市町村では市町村地域防災計画を、保健所に

おいては災害初動活動マニュアル等を作成し、

迅速かつ効果的に災害に対応できる体制を整備

しています。 
○ 市町村では住民に対し、毎年、防災訓練を実施

し、応急手当、救急蘇生法などの講習も行って

います。 
○ 当医療圏は、平成 14年度に地震対策強化地域
の指定を受けており、保健所では医療施設のラ

イフライン損壊時の対策及び施設の耐震施策に

関する指導を行っています。 
○ 当医療圏のすべての病院では、防災マニュア

ルを作成しており、年２回程度避難訓練を実施

しています。 
○ 医師会、歯科医師会及び薬剤師会は、地方  
総合防災訓練に参加しています。 

○ 災害拠点病院として、厚生連海南病院は平成

15年 4月に、津島市民病院は平成 19年 3月に、
災害時の重篤救急患者の救命医療を行うための

地域災害医療センターに指定されています。 
○  医療機関の被災状況を把握するため、保健 
所、消防本部及び厚生連 海南病院には「愛知県
広域災害・救急医療情報システム」の端末及び

災害時優先携帯電話が、配備されています。 
また、医師会及び公的３病院には愛知県医 

師会の無線が整備されています。 
○  市町村は、その実態に応じた災害時保健活動マ
ニュアルの作成が求められています。 

○ 医師会では、災害時における派遣医療班の整備

について、検討しています。 
○ 市町村は、平常時から災害時における応急  
給水用水源確保等応急給水体制の整備をして

います。 
○ 市町村及び保健所では、担当部課で把握して

いる要援護者について当事者の理解と了解の

もとで災害時支援のための情報の共有化を進

めています。 
                     

 課  題  
 
○ 市町村、医師会、歯科医師会、薬剤師

会、医療関係団体、医薬品・医療機器関

係団体等の連携を深め、災害発生時にお

ける関係機関の役割分担等を定期的に確

認することが必要です。 
○ 住民に対し、救急蘇生法、災害時のト

リアージの意義、救急搬送体制等に関す

る普及啓発が必要です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 市町村及び保健所は、関係機関と連携

を図り、要援護者支援のための体制整備

が必要です。 

 

【基本計画】 
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○ 保健所では、関係者に対し、災害時保健活動

に関する研修を行っています。 
○ 保健所では、当医療圏における新興感染症な

どへの健康危機管理に対応するために、健康危

機管理手引書及び個別の健康危機管理マニュ

アルに基づき、図上訓練等を実施しています。 
○ 当医療圏の愛知県防災ヘリコプターの飛行

場外離着陸場は６か所、緊急時へリポート  可
能か所は６２か所が、市町村に指定されていま

す。 
  （平成20年度愛知県地域防災計画） 
 
２ 発災時対策（発災から概ね３日間） 
○ 医師会及び歯科医師会は、行政機関等からの

要請に応じ救護所等において、医療救護活動を

行います。 
○ 薬剤師会は、医師会及び歯科医師会等と連携

を取り、被災者に対する医薬品等の服薬指導及

び医薬品等に関する相談を行います。 
○ 患者の搬送は原則として、地元及び応援消防

機関が行います。 
○ 医薬品及び衛生材料は、「災害発生直後にお

ける医薬品等供給対応マニュアル」に基づき、

原則として愛知県医薬品卸協同組合及び中部

衛生材料協同組合から調達することとし、不足

する場合は市町村が県に調達の要請をします。 
○ 市町村は、市町村地域防災計画に基づき、防

疫・保健活動、飲料水の供給、死体の捜索・処

理・火葬等を実施します。 
○ 保健所は、医療機関、避難所、救護所等の情

報収集及び関係機関との連絡調整に当たると

ともに、必要な支援を行います。 
 
３ 発災後対策（概ね４日目以降） 
○ 保健所は引き続き、市町村の情報収集に努

め、広域的な保健活動の方針、内容及び体制に

ついて、調整を図ります。 
○ 保健所は被災地の感染症発生動向調査、健康

診断、防疫班の編成、感染症患者等に対する必

要な措置、炊き出しの施設等における食品の衛

生的取り扱い等の指導を行います。 
○ 保健所及び市町村は、関係機関と協力し、要

援護者への支援が適切に行われているか把握

するとともに、避難者や関係者のこころのケア

に努めます。 
○ 市町村は道路、側溝、公園等公共施設の清掃、

家屋等の消毒、汚物堆積地帯等に対する殺虫・

殺そ剤の散布、飲料水の供給、避難所の防疫、

 
 
○ 平常時から関係機関との連絡調整を図

り、緊急時に備えた訓練を実施する必要

があります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 災害発生時に迅速な活動を実施するた

めに、市町村及び保健所は関係機関との

連携を強化する必要があります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 保健所及び市町村は、他地区からの応

援及び派遣の関係者が速やかに保健活動

できる体制整備が必要です。 
 



109 
 

 
【今後の方策】 
○  健康危機管理に対する対応を含めた災害保健医療対策における連携を強化するため、防災
計画、個別健康危機管理マニュアルに基づき、定期的な連絡会議及び図上訓練等を実施しま

す。 
○  住民に対する救急蘇生法、災害時のトリアージ等に関する理解を深めるために、普及啓発
に努めます。 
○  愛知県災害時保健活動マニュアルに基づく保健活動が速やかに実施できるよう、市町村と
連携し、要援護者の情報を的確に把握するとともに支援体制の強化を図ります。 

臨時の予防接種及び避難者の健康相談等を行

います。 
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災害保健医療連携体系図 

 
 
 
 
 
 
 
                                   ○Ｅ災害拠点病院 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜災害保健医療連携体系図の説明＞ 
 

○A 県民 

・ 日頃から災害対策に非常用備品を備蓄しておく必要があります。 

・ 災害現場では、救命救急士等によるトリアージが行われ、救急車による搬送が行われます。 

 

○B ○C 救護所、病院、診療所、歯科診療所 

・ 軽症の場合は、身近な救護所や診療所で治療を受けます。 

・ 医師、歯科医師、薬剤師による医療救護班は救護所などで医療活動を行います。 

・ 診療可能な歯科診療所では「診療可能掲示旗」で知らせます。 

 

○D 救急告示医療機関 

・ 救急病院等を定める省令に規定する救急病院（救急診療所）として認定され、救急医療を行う

ことを表明している医療機関です。 
 
○E 災害拠点病院 

・  重篤救急患者の救命医療を行う高度な診療機能、広域搬送機能、自己完結型の医療救護班の派

遣機能、医療資機材の貸出機能を有するものです。 

・ 「基幹災害医療センター」は、当医療圏にはありません。 
・ 「地域中核災害医療センター」は、当医療圏にはありません。 
・「地域災害医療センター」には、津島市民病院と厚生連海南病院が指定されています。 
・ 津島市民病院、厚生連海南病院にはヘリポートがあります。 
・「基幹災害医療センター」の藤田保健衛生大病院、愛知医科大学と連携を取って対応します。 
 
 
 ※ 災害保健医療を担う具体的な医療機関名は、別表に記載しております。 

       第１次医療             第２次・第 3次医療  

 
 
 
 
 
 

 
○A  
県民 

受診･搬送 
搬送

重傷者搬送 

○D救急告示 
医療機関 

受診 
重傷者搬送 

  
○C 病院 診療

所 
歯科診療所

 
○B救護所 
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 第４章  周産期医療対策
 
 

 
○ 周産期ネットワークの充実強化を図り、医療機関相互及び、保健、福祉機関の連携を強

化します。 

 
【現状と課題】 

 

 【今後の方策】 

 ○ 周産期ネットワークの充実強化を図り、安心して子どもを生み育てる環境の整備を進めます。 
 
表３－４－１ 母子保健関係指標 

 平成12年 17年 19年 20年 愛知県(20年) 

出生数 (人) 3,605 3,029 3,007 3,046 
67,100 
71,026 

出生率 (人口千対) 11.1 9.2 9.1 9.2 9.9 
周産期死亡率 6.1 4.9 4.0 2.9 4.4 

 現  状  
１ 母子保健関係指標の状況 
○ 出生数、出生率、周産期死亡率などは、表3-4-1
のとおりです。 

 
２ 医療提供体制 
○ 助産所は１か所ありますが、分娩は扱ってい

ません。 

○ 産科・産婦人科を標榜している診療所は7か所
あります。そのうち、分娩を扱っている診療

所は3か所、健診のみを実施している診療所は
4か所あります。(平成21年度医療実態調査) 

○ 産婦人科を標榜している病院は３か所あり、

分娩を取り扱っている病院は2か所です。(愛
知県医療機能情報公表システム)平成21年度

調査) 
○ ＮＩＣＵ病床は海南病院に３床あります。 

○ 主たる診療科が産婦人科・産科の医療施設従

事医師数は13人です。(平成20年医師・歯科医

師・薬剤師調査) 

○ 産婦人科医師、助産師不足で分娩が扱えなく

なっている医療機関があります。 
○ 地域周産期母子医療センターは厚生連海南病

院です。これは総合的な周産期医療体制の充

実強化のため、地域において妊娠、出産から

新生児に至る高度専門的な医療を効果的に提

供しています。 
○ 総合周産期母子医療センターは、地域周産期

母子医療センターと連携を図っています。 
  

 課  題  
 
 
 
 
 
 
 
○ 周産期医療需要に対応して、絶えず適切

な医療の提供体制を検討しておく必要

があります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 産婦人科医師、助産師の確保が必要で

す。 
 

【基本計画】 
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周産期医療連携体系図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

＜周産期医療連携体系図の説明＞ 

 

○Ａ県民（健康日本 21あいち計画：県民自らの取り組み） 

・ 妊娠中の喫煙、飲酒はしません。 

・ 妊婦はかかりつけの医師や助産師を持ちます。 
・ 通常、地域の診療所や病院または助産所で出産します。 
○Ｂ助産所 

・ 助産所は１か所ありますが、分娩は扱っていません。 

・ 周産期相談、母乳育児相談を実施します。 

○Ｃ診療所 

・ 分娩を取り扱っている診療所と健診のみを実施している診療所があります。 

○D 病院 

・ 必要に応じ、地域周産期母子医療センターに搬送します。 

○Ｅ地域周産期母子医療センター 

・ 地域周産期母子医療センターは 1か所あります。 

○Ｆ総合周産期母子医療センター 

・ 地域周産期母子医療センターと連携します。 
○Ｇ大学病院・コロニー中央病院・あいち小児保健医療総合センター 

・ 心臓に障害のある新生児手術など、専門的な先端医療の必要な場合や専門的な療育相談

や小児疾患について、地域周産期母子医療センターと総合周産期母子医療センターと連携し

対応します。 

 
※ 周産期医療を担う具体的な医療機関名は別表に記載しております。 

 

   妊  娠     出  産           ハイリスク   

 
 
 

○Ａ  

県民 受診 

受診 

受診 

紹介・搬送 

紹介・搬送

○Ｆ  
総合周産期母子医療センター 

○Ｅ  
地域周産期母子医療センター 

連
携 

紹
介 

○Ｂ助産所 

○Ｃ診療所 

○Ｄ病院 
 

紹
介 

紹
介 

○Ｇ  
大学病院、コロニー中央病院、 
あいち小児保健医療総合センター 

連
携 
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 第５章 小児医療対策
 
 

 
○ 子どもが病気になっても安心して相談、医療が受けられるよう、かかりつけ医を持つことを

推奨します。 
○ 保健・医療機関連携を推進し地域小児医療の提供体制の整備、充実を図ります。 
 

 
【現状と課題】 

 現  状  
 

１ 小児科受診状況 
○ 平成 21 年 6 月 1 か月間に圏域内の医療機関

に入院している 15 歳未満の患者は 127 人で、

そのうち 98 人が小児科で入院しています。（平

成 21年度患者一日実態調査） 

○ 平成 20 年度については、未熟児養育医療は

96 人、自立支援医療(育成医療)は 92 人、小児

慢性特定疾患は251人が医療費の助成を受給し

ています。 

 

２ 医療供給体制 

 ○ 小児科を標榜している診療所は80か所あり

ます。（保健所調べ：平成21年度調査）そのう

ち、小児科専門医(日本小児科学会認定)のいる

診療所が７か所あります。愛知県医療機能情報

公表システム：平成21年度調査） 

○ 小児科を標榜しており、小児科病床を持って

いる病院は 2か所あります。(平成 21年度患者

1日実態調査)) 

○ 医師・歯科医師・薬剤師調査によれば、主た

る診療科を小児科とする医療施設従事者医師

で、15 歳未満人口(50,811 人)対比は 0．39 人

で、県(0.67 人)と比べ少ない傾向にあります。

○ 小児科在院患者の動向は医療圏完結率が県

平均で 73.5％ですが、海部医療圏は 60.1％で

す。(平成 21 年度患者一日実態調査) 

 

３ 小児救急医療体制 

 ○ 小児科の休日及び平日夜間における救急医

療体制は、２か所の休日診療所で対応していま

す。津島地区休日急病診療所（休日のみ）、海

部地区急病診療所の２か所で対応しています。

 

○ 当医療圏で小児科を標榜している診療所は

80施設（保健センターを除く）です。 
そのうち、小児科を主たる診療科目としてい

 課  題  
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
○ 小児科医が少ないのでその確保が必要

となります。 
 
○ 病病連携、病診連携による小児医療提

供の体制整備の推進が必要です。 
 

 

○ 医療圏完結率が低く、隣接の医療圏へ

の依存傾向があります。 

 
 
 
○ 小児救急患者は、成人に比べ症状把握

が困難なため、医師会及び公的２病院等

と連携し、小児専門医による小児救急体

制の整備を推進する必要があります。 
 
○ 小児救急体制について、２次医療圏内

で対応することが望ましく、併せて、広

域的な受診圏域における体制整備につい

【基本計画】
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る診療所は、６施設です。（愛知県医療機能情報

公表システム） 
 

○ 休日の診療は津島地区休日急病診療所、海部

地区急病診療所で内科または小児科医が対応

しています。さらに、平日夜間の診療について

も、平成 21年 10 月から海部地区急病診療所が

対応しています。 

○ 休日・夜間の救急診療は病院群輪番病院で当

直医（内科系医師）が対応します。(表 3-1-3)

○ 厚生連海南病院では、必要に応じ小児科医が

オンコール対応をしています。(平成 16 年度医

療実態調査)  

 

○ 急病の対応に困ったときは「小児救急電話相

談」、 育児で悩んだときの相談は「育児もしも
しキャッチ」、薬についての相談は「くすり安

心電話」があります。(表 3-3-1) 

 

ても検討する必要があります。 
 
 
○ 保健所及び市町村は、関係者地域住民

に対し子供の病気に関する知識の普及啓

発を行うことが必要です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 子どもの病気・救急時の対応法につい

て知識啓発をする必要があります。 
 
○ 休日夜間に相談できる「小児救急電話

相談」「育児もしもしキャッチ」「くすり

安心電話」などを周知していく必要があ

ります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
表3-3-1 休日･夜間等の相談機関 

   対 応 相談日・相談時間 電話番号 

小児救急電話相談 
(#8000番) 

小児科医、看護師 
(県医師会へ委託) 

土、日、祝日、年末年

始 
午後 7時から 11時 

＃8000番 または 
052‐263‐9909 

育児もしもしキャッチ 
あいち小児保健医療総合

センター 
保健師、助産師 

火～土 
午後 5時から 9時 0562‐43‐0555 

くすり安心電話 津島海部薬剤師会 午後 9 時から午前 9 時
まで 090‐2136‐3858 

【今後の方策】 
○ 小児救急医療体制について、病院及び医師会等の関係機関と連携を図るとともに、子供の

病気に関する知識の普及啓発を実施します。 
○ 身近な地域で診断から治療ができるよう、医療機関や地域関係機関の連携を推進します。 
○「小児救急電話相談」「育児もしもしキャッチ」「くすり安心電話」などの相談機関を健診の

場や医療機関などで周知していきます。 
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小児医療連携体系図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

○Ａ  

県民 

         健診    第１次医療         第２次医療   

○Ｄ  
病院 

○Ｃ診療所 
小児科･内科等 

○Ｂ  
保健センター等 
健診機関 

○Ｅ平日夜間・ 
休日診療所 

受診 

受診・搬送 

時間外受診 

健診 紹介 

紹介・搬送 

紹介・搬送 

＜小児医療連携体系図の説明＞ 

 
○Ａ県民 

・ 「小児救急電話相談」「育児もしもしキャッチ」では、小児科医が診療していない休日夜間に、

電話にて医療相談・育児相談ができます。薬についての相談は「くすり安心電話」があります。

 

○Ｂ保健センター等健診機関 

・ 保健センター等では乳幼児健診を行っています。 

 

○Ｃ診療所 

・ 小児科を標榜している診療所は 80か所あります。 
・ 小児科専門医（日本小児科学会認定）のいる診療所が７か所あります。 
 

○Ｄ病院 

・ 小児科を標榜しており、小児科専門医がいる病院は、３か所です。 
・ 救急告示病院のうち小児科の病床を有するものは津島市民病院、厚生連海南病院です。この２

病院については、第２次救急の病院群輪番病院も行っています。 
 
○Ｅ平日夜間・休日診療所 

・ 休日診療所では、内科または小児科医が診療を行っています。 

 

 

 ※ 小児医療を担う具体的な医療機関名は、別表に記載しております。 
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 第６章  在宅医療の提供体制の整備の推進対策 
 
 

 
○ 在宅医療提供体制の整備を推進するために、保健・医療・福祉の連携体制の充実を図り、

在宅療養支援体制の構築に努めます。 
○ 予防から治療、指導に至るまでの一貫した医療を提供するために、かかりつけ医、かか

りつけ歯科医及びかかりつけ薬局の役割について、住民への普及啓発を図り、プライマ

リ・ケアの推進に努めます。 
 
【現状と課題】 

 現  状  
１ 在宅医療等の現状 
○ 当医療圏の高齢化率は年々増加しており、「老

人福祉計画」によると、平成 20年には、65歳以
上の高齢者人口は 67,380 人、高齢化率は 20.4%
となり、昭和 60年の高齢者人口 24,131人、高齢
化率 8.3%に比べ、高齢者人口は 43,249人、高齢
化率は 12.1 ポイント増加すると推計されていま
す。（表６－１） 

 
○ 当圏域内で医療保険による在宅医療、介護保険

による在宅サービスを実施している医療機関は、

表６－１－２，６－１－３，６－１－４のとおり

です。 
 
２ プライマリ・ケアの推進 
○ 診療所は、平成 2 年度末と比較し約 1.52 倍、
歯科診療所は、約 1.32倍、薬局も 1.75倍に増加
しています。（表６－１－５） 

 
○ 医師会、歯科医師会及び薬剤師会では、研修会

を開催し、医療技術の向上及び最新情報の共有化

に努めています。 
 
○ 高度医療機器の共同利用については、厚生連海

南病院で実施しており、他の公立病院でも検討中

です。 
 
○ 医師会では、プライマリ・ケアを担う医師を育

成するため、新医師臨床研修の実施に協力してい

ます。 
 

 課  題  
 
○ 高齢化の進行に伴い需要の増大する

在宅療養を支援するためのネットワー

クを構築する必要があります。 
 
 
 
 
 
○ 住民に対し、保健、医療、福祉等の

在宅サービス情報を提供できる体制整

備が必要です。 
 
 
 
 
 
 
 
○ 今後も、かかりつけ医、かかりつけ

歯科医及びかかりつけ薬局の重要性に

ついて、住民に対する啓発が必要です。

 
○ 医療の高度化に伴い、診療所では対

応できない高度医療機器の共同利用を

推進する必要があります。 

 
【今後の方策】 
○ 保健・医療・福祉の連携体制の充実を図り、在宅療養支援体制整備に努めます。 
○ 住民に対し、かかりつけ医、かかりつけ歯科医及びかかりつけ薬局に関する普及啓発に努め

ます。 
○ 在宅医療の情報を提供できる体制整備に努めます。

【基本計画】 
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表６－１－１ 高齢化率の状況 

 当 医 療 圏 愛 知 県

年  度 昭和 60年度 平成 17年度 平成 18年度 平成 19年度 平成 20年度 平成 20 年度
総 人 口 

     （人） 
290,603 334,770 335,490 336,220 331,553  7,398,327 

うち65歳以

上 

(人) 

24,131 57,840 60,320 62,860 67,380 1,409,094 

高 齢 化 率 

  (％) 
8.3 17.3 18.0 18.7 20.4 

 
19.8 

 
資料：昭和 60年度は、あいちの人口  
   平成 17年度～20年度（推計）は、21世紀あいち福祉ビジョン（第 2期実施計画） 
  

 

表６－１－２ 在宅医療サービスの実施状況 

 

区 分 
医療保険による在宅医療サービス実施 

介護保険による在宅医療サービス

実施 

病   院 一般診療所 歯科診療所 病   院 一般診療所 

当医療圏   7 51.8％ 83 50.3% 77 65.8%  9  81.8% 23 13.9% 

愛 知 県 201 58.6％ 1,521 40.3% 1,812 53.9%   174 50.7% 537 14.2% 

資料：愛知県医療機能情報公表システム（平成２１年度調査） 

注：数値はシステム登録医療機関数 

 

 

 

表６－１－３ 医療保険による在宅医療サービスの実施状況 

区          分 当医療圏 愛知県 

 

病 

 

院 

往診    １ ９５ 

在宅患者訪問看護・指導    ４ １０８ 

在宅患者訪問診療    ４ １０２ 

在宅時医学総合管理    １ ３０ 

訪問看護指示    ４ １５３ 

 

診

療

所 

往診 ７９ １,４４３ 

在宅患者訪問看護・指導 ２２ ３３６ 

在宅患者訪問診療 ４７ ９４５ 

在宅時医学総合管理 ２５ ５１６ 

訪問看護指示 ４１ ７５９ 

歯

科 
歯科訪問診療 ６９ １,６６５ 

資料：愛知県医療機能情報公表システム（平成２１年度調査） 

注：数値はシステム登録医療機関数 

 



118 
 

表３－４ 介護保険による在宅医療サービス実施状況 

 

区  分 

病    院 診  療  所  

 

総 計

居宅療養

管理指導

訪問リハビ

リテイショ

ン 

 

訪問看護

居宅療養

管理指導 

訪問リハビ

リテイショ

ン 

 

訪問看護

当医療圏    ３    ７   ３ １３    ３ １０ ３９ 

愛 知 県 ６８ ９４ ９６ ２９６ ７０ １４９ ７７３

資料：愛知県医療機能情報公表システム（平成２１年度調査） 

注：数値はシステム登録医療機関数 

 

 

表３－５ 診療所の推移 

 平成2年 平成7年 平成12年 平成16年 平成20年 

一 般 診 療 所 134 153 166 185 201 

内 訳 
（有床診療所） 29 29 26 24 26 

（無床診療所） 109 124 140 161 175 

歯 科 診 療 所 100 115 122 127 132 

薬             局 68 71 107 125 119 
資料：保健所調査 

 
 
 
 
 

 
 
○ 高齢化率 

65歳以上の高齢者の総人口に対する割合 
 

用語の解説 
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 第７章  病診連携等推進対策   
 
 

 
○ 病診連携システムが医療圏全体で一層推進されるよう、その充実に努めます。 
○ 病院の入院部門の開放化、高度医療機器の共同利用、研修機能の強化などの推進に努め

ます。 
○ 地域医療支援病院の整備について協議を進めます。 

 
【現状と課題】 

 現  状  
１ 医療機関相互の連携 
○ 軽症患者でも病院を受診することで、患者に

とって待ち時間が長くなると共に、病院勤務医

への負担となっています。 
 
２ 病診連携システムの現状 
○ 地域医療連携体制関する窓口を実施している

病院は８病院となっています。 
 （愛知県医療機能情報公表システム（平成 21年
度調査））(表４－１) 

 
○ 医師会では病診連携システム及び検査依頼シ

ステムが有効に機能するよう、病院勤務医と開

業医との交流事業、病診連携、在宅ケア及び救

急医療連携のための医療機関便覧の作成、ホー

ムページでのこれらの情報提供、公的３病院と

症例検討会の実施、さらには住民へのシステム

の普及啓発等も推進しています。 
 
○ 公的３病院では、病診連携室を設置し、専従

職員を配置しており、病診連携システムは着実

に推進されています。 
なお、厚生連海南病院はあらかじめ登録した

医師からの緊急入院に備え、病診連携ベッドを

設置しています。 
 
○ 当医療圏においては、公的３病院を中心とし

た病診連携は進んでいますが、かかりつけ医、

かかりつけ歯科医を支援し、地域医療の充実を

図るための地域医療支援病院はありません。 

 課  題  
 
○ 医療圏全体をカバーする病診連携シ

ステムを一層推進していく必要があり

ます。 
 
 
 
 
 
 
 
○ 地域における医療機関の機能分担と

連携を推進するため、地域の医師に対

する研修機能や病院の開放化などを更

に推進していく必要があります。 
 
 
 
 
○ 病診連携システムにおけるオンライ

ン化をするなど、更に推進する必要が

あります。 
 
 
 
 
○ 病診連携を一層推進するために、地

域医療支援病院の整備を進める必要が

あります。 
 

 

【基本計画】 
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【今後の方策】 
○ 病診連携システムが医療圏全体で一層推進されるよう、患者の逆紹介の充実及び地域医療支援

病院の整備に努めます。 
○ 病院の入院部門の開放化、高度医療機器の共同利用、研修機能の強化などにより医療機関の機

能分担と連携を推進します。 
 
 
表４－１ 病診連携に取り組んでいる病院 

圏域の病院数（ａ） 地域医療連携体制に関する窓口

を実施している病院（ｂ） 
   （ｂ）／（ａ） 

    
 
 
      １１ 

津島市民病院  
 
 
   ７２．７％ 

公立尾陽病院 
厚生連海南病院 
安藤病院 
津島リハビリテーション病院 
七宝病院 
津島リハビリテーション病院 
尾張温泉リハビリかにえ病院 

           計   ８施設 
資料：愛知県医療機能情報公表システム（平成 21年度調査） 
 
 
図  津島市医師会・海部医師会及び公的病院等による病診連携システム 
 

       （紹介状）

　　・ＦＡＸ受信連絡票
　　・紹介患者連絡票 ・受診依頼票兼診療情報提供書

　　ＦＡＸ送信 　ＦＡＸ受信

    ・紹介患者連絡票
　　　 （回答書）
      送付 依　頼
　　　　

　・診療情報提供書 カルテ送付

受 診 ・診療情報提供書
（紹介状）

　　　 　・保険証 提出

病院内

患者の流れ
業務の流れ

受　診　科

患　者

新患受付病診連携室

紹　介　医

カルテ依頼

受　診 紹　介

（当院用）

逆　紹　介

 
 
※ 歯科については、津島市歯科医師会・海部歯科医師会及び津島市民病院（口腔外科）、厚生連海南

病院(口腔外科)との病院連携システムがあります。 
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 第８章  高齢者保健医療福祉対策     
 
 

 
○ 地域の保健・医療・福祉が連携して、高齢者対策の総合的な推進を図ります。 
○ 健康増進計画、介護保険事業支援計画に基づき生活習慣病予防、介護予防を推進していき

ます。 

 
【現状と課題】 

 現  状  
○ 高齢化率が年々増加しており、当医療圏の高齢化率

は県平均よりやや高くなっています。（表１－３－２） 
 
○ 当医療圏の平均寿命は男○○歳、女○○歳と伸びて

いますが、県平均と比較すると低くなっています。（表

５－１） 
 
○ 当医療圏の要介護認定者数は、平成16年2月末と
平成19年2月末と比べ、2,397人36.7％増加してい
ます。（表５－２） 

 
○ 生活習慣病等による標準化死亡比（ＳＭＲ）では、

男女とも気管・肺の悪性新生物及び心疾患が高く、女

性は糖尿病が高くなっています。 
（図５－①） 

 
 
１ 保健対策 
○ 県は「健康日本 21あいち計画」を推進中ですが、
市町村の健康増進計画は、当医療圏9市町村全部が策
定済みです。 

 
○ 住民の健康づくりを推進するための環境づくりと

して「食育推進協力店」、「受動喫煙防止対策実施施設

認定制度」の推進をしています。（表５－３、表５－

４） 
 
 
２ 医療福祉対策 
○ 介護保険施設は順次整備されており、認知症高齢者

対策として当医療圏では認知症対応型共同生活介護

施設は12か所あります。（表５―５） 
 
○ 自立と自己実現を支える福祉をめざした生きがい

対策として、地域の高齢者に対する相談、健康増進の

場として老人福祉センター等の各種福祉施設が整備

されています。（表５－６） 
 

 課  題  
 
 
 
○ 平均寿命は伸びていますが、寝たきりに

ならず自立した生活が送れるよう健康寿

命を伸ばす必要があります。 
 
○ 介護予防の観点から、予防給付、地域支

援事業の推進を行う必要があります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 市町村と保健所は、関係機関と連携し、

住民と協働で健康増進計画の推進を図る

必要があります。 
 
○ 住民が健康づくりに活用できるよう、環

境整備を進めていく必要があります。 
 
○ 疾病の早期発見、早期治療に向け各種健

診の受診者の増加、健康相談の充実をして

いくことが必要です。 
 
○ 市町村では、寝たきりや認知症に対し

て、予防や理解を深めるための健康教育・

健康相談を実施するとともに、関係機関と

連携して、高齢者が地域で生活できるよう

な支援体制の整備が必要です。 
 

 

【基本計画】 
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【今後の方策】 
○ 地域の保健・医療・福祉が連携して、ライフステージに応じた生活習慣病対策、介護予防事業を推

進します。 
 
  表５－１ 平均寿命（５年間の死亡から出した平均寿命）             

  
平成11～15年 平成1７年 

当医療圏 愛 知 県 当医療圏 愛 知 県 
男 77.40（歳） 78.10（歳） 照会中  79.1 
女 84.12 84.54 照会中 85.4 

  資料：愛知県衛生研究所調査 
 
 

表５－２ 要介護認定者数の推移                                      （人・％） 

区 分 
平成16年2月末 

 
平成19年2月末 認定者数の

伸び率 認定者数 構成比 認定者数 構成比 

要支援 778 11.9  要支援１ 760 8.5 97.7 

要介護１ 2,076 31.8 
 要支援２ 1,304 29.4 14.6 

    126.6 
要介護１ 1,325  14.8 

要介護２ 1,117 17.1  要介護２ 1,861  20.9 166.6 

要介護３ 907 13.9  要介護３ 1,520  17.0 167.6 

要介護４ 882 13.5 要介護４ 1,228 13.8 139.2 

要介護５ 768 11.8 要介護５ 927 10.4 116.2 

合  計 6,528 100.0 合  計 8,925 100.0 136.7 

 

資料：介護保険事業状況報告（愛知県健康福祉部） 

注 ：割合は、認定者数全体に占める介護度別認定者数 
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図５―① 標準化死亡比（ＳＭＲ）（2003年～2007年） 
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  資料：愛知県衛生研究所調査 

 

 

表５－３ 食育推進協力店                    （平成21年10月1日現在） 

認定数 

計 

施設区分 

日本料

理 
洋食料理

うどん

そば 
寿司 喫茶 パン 

ファー

ストフ

ード 

特定給食

施設 

その他

（コンビ

ニ等） 

  109  1   3   1 
 
  9 
 

  6   1 
 
  8 
 

 
 4 

 

 
76 

 
資料：津島保健所調べ 

 

 

表５－４ 受動喫煙防止対策認定制度               （平成21年10月1日現在） 

 認定数 飲食店
店舗娯

楽施設 

文化運

動施設 

企

業・事

務所 

保健医療

福祉施設

教育

機関 

官公

庁 
その他

件 数 511 31 9 35 4 270 96 46 20 

資料：津島保健所調べ 
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表５―５ 居宅･施設サービス提供事業者数             （平成21年4月１日現在） 
サ ー ビ ス の 種 類 事業者数 サ ー ビ ス の 種 類 事業者数

居 宅 介 護 支 援 71 短 期 入 所 療 養 介 護 11 
訪 問 介 護 43 認 知 症 対 応 型 共 同 生 活 介 護 12 
訪 問 入 浴 介 護  3 特 定 施 設 入 所 者 生 活 介 護  8 
訪 問 看 護 203 福 祉 用 具 貸 与 15 
通 所 介 護 62 介 護 老 人 福 祉 施 設 12 
通 所 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン 16 介 護 老 人 保 健 施 設  9 
短 期 入 所 生 活 介 護 16 介 護 療 養 型 医 療 施 設  2 
資料：愛知県健康福祉部高齢福祉課調査 

 

 

 

表５－６ 福祉施設整備状況                   （平成21年4月1日現在） 
施  設  種  別 施設数 施  設  種  別 施設数 

ケ ア ハ ウ ス 5 特 別 養 護 老 人 ホ － ム 12 
在 宅 介 護 支 援 セ ン タ － 7 老 人 デ イ サ － ビ ス セ ン タ － 64 
養 護 老 人 ホ － ム 2  
資料：愛知県健康福祉部高齢福祉課調査 
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 第９章  歯科保健医療対策
 
 

 
○ 「健康日本 21 あいち計画」の目標達成に向け、効果的な歯科保健対策の推進を図りま
す。 
○ 8020（ハチマルニイマル）を達成するために、むし歯及び歯周病を始めとする口腔機能
の障害となる歯科疾患に関する知識の普及啓発の推進を図ります。 
○ 住民の歯の健康を向上させるための環境整備を図ります。 
○ 歯科医療の病診連携及び診診連携を推進するとともに機能連携を図っていきます。 

 
【現状と課題】 

 現  状  
１ ライフステージに応じた歯科保健対策 
○ 妊婦に対する歯科健康診査及び健康教育は、

全市町村で実施されています。健診結果から１

人平均むし歯数及びCPIコード３以上の者の割
合は減少しています。（表９－１） 
○ 市町村は、乳児から就学前まで継続的な歯科

保健サービスを提供し、幼児期の乳歯のむし歯

は減少しています。（表９－２） 
○ 永久歯のむし歯予防対策として、２小学校 11
保育所でフッ化物洗口が、8市町村では第一大臼
歯保護育成のための予防処置・教育が行われて

います。（表９－３） 
○ 当医療圏の小学校における歯科保健教育は、

市町村歯科衛生士と連携をとり 44校 91.７％で
実施されています。（平成 20 年度地域歯科保健
業務状況報告） 
○ 全市町村において、健康増進事業として歯周

疾患検診・健康相談が実施されていますが、歯

科健康教育による知識の普及啓発は十分ではあ

りません。 
○ 「平成 21 年愛知県生活習慣関連調査」による
と、かかりつけ歯科医を持っている住民は○○.
○％となっています。 
○ 在宅療養者、障害者等の歯科医療については、

歯科医師会でかかりつけ歯科医としての受け入

れ体制をとっています。が十分ではありません。 
 ○ 「平成 21年度愛知県生活習慣関連調査」によ
ると、喫煙が歯周病に影響することを知ってい

る者は、○○。○％と十分周知されていません。 
 
２ 情報の管理 
○ 地域の歯科保健情報については、妊娠期、

乳幼児期、学童期、成人期それぞれの歯科健診

結果と保健事業実施状況を保健所で把握分析

し、会議や研修会を活用して還元をしています。 
 

 課  題  
 
○ すべての歯科保健の基盤となる母子 
歯科保健において、特に妊婦に対する健康教

育と個別指導は重要であるが、受診率が減少

しています。 
 
 
 
 
 
 
 
○ 中学校における歯科健康教育は、９校 

40.9％で実施されているのみです。歯周 
病予防のための健康教育と個別指導を 
充実させる必要があります。 
○ 住民に対して「歯の健康づくり得点」等を

活用して健康教育を実施し、歯と生活習慣や

全身の健康とのかかわりに関する知識の普

及啓発が必要です。 
○ かかりつけ歯科医の重要性について、住民

への啓発が必要です。 
 
○ 食べ物をきちんと咀嚼できる満足度を維

持させるための口腔ケアの重要性を啓発し、

口腔ケアサービス体制を確立する必要があ

ります。 
○ 在宅療養者と障害者の治療には困難性や

特殊性が伴うため、受け入れ体制を強化する

必要があります。 
 
○ 保健所は、地域の状況把握・分析を行い、

会議や研修会で還元し、関係機関と地域の課

題や情報を共有することが必要です。 

【基本計画】 
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３ 病院、診療所との連携 
○ 歯科医師会では、津島市民病院や隣接する圏

域の口腔外科を有する病院と病診連携体制を取

っています。 

 
 
○ 歯科口腔疾患は患者本人が持つ全身疾患、

特に糖尿病との関連があることから、病診連

携に加え、医科診療所と歯科診療所の診診連

携の必要があります。   

【今後の方策】 
○ 歯科医師会、市町村、保健所、学校関係者は、住民がむし歯や歯周病予防対策を実践するため

の情報や知識を提供し、環境整備に努めます。 
○ 医師会、歯科医師会、薬剤師会、市町村、保健所など関係機関が連携し、口腔ケアサービス体

制の確立に努めます。 
○ 保健所は、市町村が実施する歯科保健事業を支援し、市町村健康増進計画の目標を達成するた

めの助言・援助に努めます。 
○ 歯周病対策を推進するために、禁煙対策に努めます。 

 
表６-１ 妊産婦歯科健康診査の実施状況 

 

対象人数 受診人数 受診率 
1人平均 

むし歯数 

歯 周 の 状 況

CPI ｺｰﾄﾞ 3 以上

の 人 の 割 合

当医療圏 
平成16年度 2,988  726   24.3     10.6 5.9  
平成20年度 2,855 606   21.2      9.4 5.3  

愛 知 県 
平成16年度 39,491 9,206  23.3  11.0  11.4 
平成20年度 41,308 9,983  24.2  9.4  18.7 

資料：地域歯科保健業務状況報告 

 

表６－２ 幼児むし歯経験者率 

 
1歳6 

か月児
2歳児 3歳児 

幼稚園・保育所 

年少児 年中児 年長児 

当医療圏 
平成16年度 2.0  5.2  20.1  28.2  40.0  49.6 

平成20年度 1.3  3.6  16.0  20.5  31.6  43.6 

愛 知 県 
平成16年度 2.4  5.3  22.6  29.7  44.2  55.9 

平成20年度 1.9  4.0  16.5  23.0  34.2  45.4 
資料：地域歯科保健業務状況報告 

 

表６－３ フッ化物洗口実施小学校等              （平成 21年 3月 31日現在） 
 小学校数 幼稚園・保育所数 

当医療圏 2 ( 48） 11 ( 79) 
愛 知 県 265(985) 364(1,681) 

資料：永久歯う蝕対策事業実績報告 

注 ：（ ）内は全施設・学校数 

 

 

 

 



127 
 

 
 
○ 8020（ハチマルニイマル） 

80歳で 20本以上の自分の歯を保つという目標。 
○ CPI（Community Periodontal Index） 
地域における歯周疾患の実態を把握する指数で、歯周病の進行状況を０から４のコードで

表す。コード０は健全、指数が高いほど歯周病が進んでいる。 
○ 歯の健康づくり得点 

10項目からなる設問により、歯を失わないための歯の健康度を点数で表すチェック表。 

 
 

 

 
 
 
 
 

用語の解説 
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 第１０章  薬局の機能強化等推進対策
 

第１節 薬局の機能推進対策 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
【現状と課題】 

現  状 
○ 休日・夜間における調剤による医薬品等の供給体

制が十分ではありません。 
 
○ 薬局における安全管理指針及び医薬品安全使用･

管理のための業務手順書が作成されているが、従業

者に対する周知が十分ではありません。 
○ 薬剤師会は、調剤過誤対策を始め調剤、服薬指導

など薬剤師の資質向上を図るため毎月 2 回の定例
研修会を開催するとともに、勤務薬剤師は、医療機

関、医師会並びに県薬剤師会等が主催する研修会等

へ積極的に参加しています。 
○ 適切な情報提供及び相談応需のための配慮が十

分でない薬局があります。 
○ 医薬品の副作用・有効性等に関する相談が年々増

加の傾向にあります。 
○ お薬手帳の普及が十分ではありません。 
○ 在宅医療に関わる薬局の環境整備が十分ではあ

りません。 
 
 
 
○ 麻薬小売業の許可件数は平成 21 年 3 月末現在 

55件で横ばい状況です。 
 

課  題 
○ 薬局が連携して休日･夜間における調剤によ

る医薬品等の供給体制を構築する必要があり

ます。 
○ 安全管理体制等を整備する必要があります。

 
 
 
 
 
 
 
○ 患者のプライバシーの確保が求められます。

また、薬剤師名札の着用や着衣を通じて、薬剤

師であることが明確に識別できるようにする

必要があります。 
○  お薬手帳の普及を図る必要があります。 
○ 在宅医療を行なう医療機関や訪問看護ステ

ーション・居宅介護支援所等との連携のもと、

訪問薬剤管理指導業務・居宅療養管理指導業務

を通じて在宅医療に積極的に取組む必要があ

ります。 
○ 終末期医療への貢献として、麻薬小売業の許

可を取得し、医療用麻薬の供給をし易い環境整

備を一層進める必要があります。 
【今後の方策】 
○ 医療連携体制へ積極的に参画していきます。 
○ 医薬品市販後の安全対策の一つとして、薬局から国への副作用情報等の報告を積極的に推進します。 
○ 安全管理指針及び安全使用･管理のための業務手順書を配備して、薬局の資質の向上を図るとともに

安全管理体制を構築していきます。 
○ お薬手帳等を通じて、医薬品の適正使用に関する啓発活動に積極的に取り組みます。 
○ 禁煙サポート等の健康日本 21あいち計画への取り組みをする薬局の拡大を図っていきます。 
○ 患者等のプライバシーが確保される相談の環境整備の促進を図っていきます。 
○ 終末期医療への貢献として、在宅医療への取り組みを推進します。 
 

 
○ 医療法の一部改正により、調剤を実施する薬局が「医療提供施設」として位置付けられたこ

とから、地域における医療連携体制の中で、調剤を中心とした医薬品や医療・衛生材料の提供

拠点の役割をこれまで以上に担う必要があります。 
○ 薬局が薬局機能に関する情報を積極的に開示するよう推進します。 
○ 薬局における安全管理体制の整備の推進を図っていきます。 
○ 一般用医薬品が購入者に適正に選択され、正しく使用されるよう情報提供と相談体制の向上

を図ります。 

【基本計画】 
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第２節 医薬分業の推進対策 

 
 
○ 住民に医薬分業のメリットが十分に実感できるような、質の高い医薬分業を推進します。 
○ 「かかりつけ薬局」を育成し、住民に普及、定着化を図ります。 

 
【現状と課題】 

 現  状  
○ 平成 21年３月の医薬分業率は、社会保険診療
報酬支払基金調べで、県下の 53.7％に対して、
当医療圏は 57.0％です。(表 10-2-1) 
○ 当医療圏の医療機関及び保険薬局の院外処方

箋取り扱い状況は、次のとおりです。 
 全施設

数 発行施設数 割合 

病   院 11施設   6 施設 54.5 ％ 
一般診療所 201 74 36.8 
歯科診療所 131 13 9.9 
    

 全施設

数 
取扱施設数 割合 

保 険 薬 局 120 106 88.3 
全施設数：平成 20年 10月 1日現在 
（但し、保健薬局数は平成 21年 3月、社会保険基
金調べ） 

 
○ 当医療圏では、医薬分業が全医療圏の中で４

位と比較的高い水準に位置しています。 
○ 調剤過誤対策を始め調剤、服薬指導など薬剤

師の資質向上を図るため薬剤師会は毎月２回の

定例研修会を開催するとともに医療機関、医師

会並びに県薬剤師会等が主催する研修会等へ積

極的に参加しています。 
○ 医師会、歯科医師会及び薬剤師会では、休日・

夜間の処方せん応需体制の整備について検討中

です。 
○ 薬剤師会では、「くすり安心電話（携帯電話に

よる相談）」（21:00～翌朝 9:00）を輪番で開設し、
住民からの相談に応じています。 
○ 保健所は、医薬品の安全に関することや正し

い知識の普及を図るため、常設の相談コーナー

を設置しています。 

 課  題  
○ 医薬分業のメリットについて「薬と健康

の週間」等を通じて積極的な啓発をする必

要があります。 
○ 信頼されるかかりつけ薬局の育成に努

め、患者との信頼関係をより強固にする必

要があります。 
○ 休日、夜間の処方箋応需体制を１中学校

区に１箇所程度を整備する必要がありま

す。 
○ 医薬分業を進めるためには、どこの医療

機関の処方箋にも応需できる保険薬局を

増やす必要があります。 
○ 医師会、歯科医師会及び薬剤師会の連携

を深め、患者・調剤情報の共有化を図り、

より合理的なシステムを構築する必要が

あります。 
 
 

 
【今後の方策】 
○ 医師会、歯科医師会、薬剤師会等関係機関と連携し、住民に医薬分業のメリットに関する普

及啓発を図ります。 
○ かかりつけ薬局を育成し、定着化を図ります。 

【基本計画】 
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表 10-2-1 郡市別及び２次医療圏別の医薬分業率 

※ 平成 21年 3月分 社会保険基金、国保連合会調べ 
 
 
〈医薬分業推進対策の体系図〉 
   
 

津島市・海部医師会           津島市・海部歯科医師会 
 
 
 
 

県健康福祉部・津島保健所     津島海部薬剤師会・県薬剤師会（薬事情報センター） 
 
 
 
                   支援指導       支援指導 
     協 議    知識啓発 
             
 
 
                            

処方せん 

海部医療圏保 

医療福祉推進協議            調剤・服薬指導    患者・調剤情報 

               
 処方せん交付 
                  受 診                           
 
 
 
【体系の説明】 
○ 当医療圏における医薬分業は、薬剤師会、医師会、歯科医師会が中心となって推進しています。 
○ 保健所は、医師会、歯科医師会及び薬剤師会と相互に連携し、医薬分業を支援しています。 
○ 住民に対する医薬分業に関する知識啓発は、薬剤師会、保健所等が中心となって実施しています。 

地 区 名 医科入院外

投 薬 日 数

(A) 

歯科入院外

投薬日数

(B) 

保険薬局取

扱処方箋枚

数© 

受取率(%) 
(C/(A+B) 
*100) 

平成 20 年 3
月保険薬局取

扱処方箋枚数 

平成20年3月
受取率 

津島市 36,571    1,343    21,570     56.9   15,476     58.7 
愛西市    24,992      899    16,372     63.2     9,765     54.1 
弥富市    21,162    1,185    13,406     60.0     7,660     49.9 
海部郡    70,254    2,627    39,366     54.0    29,280      56.0 
当医療圏 152,979    6,054 90,714     57.0    62,181     55.5 
愛知県 4,032,510 156,599 2,250,052     53.7 1,584,728     53.2 

 
海部医療圏保健 
医療福祉推進会議 

各 薬 局 

各医療機関 

住民（患者）
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 第１１章  健康危機管理対策
 
 
 
 
○ 新たな感染症や毒劇物による事故など、近い将来に発生が予想されている健康危機のみならず、

原因の特定が困難な健康危機事例にも対応できる体制の整備を図ります。 
○  医療機関を始め関連機関との連携を強化し、健康危機の発生を未然に防止できるよう平時にお
ける情報収集及び情報分析の体制整備を図ります。 
○ 有事の際の関連機関との連携を確実なものとし、危害拡大を防止するとともに広域的な支援体

制の充実強化を図ります。 
 

 
【現状と課題】 

 現  状  
 

１ 健康危機管理体制の整備 

○ 津島保健所では、必要に応じ所内健康危機管

理調整会議を開催しています。 

 

○ 健康危機発生時に迅速かつ適切な対応を行

えるよう、休日・夜間も含め、関係機関と危

機管理体制、連絡体制を整備しています。 

○ 県健康福祉部が作成した「地域における健康

危機管理手引書」を始め、県の各種マニュアル

や保健所独自のマニュアルを作成し配備して

います。 

○ 危機管理研修に積極的に参加し、関係職員の

資質向上に努めています。 

○ 健康危機管理リスク関係機関を対象に健康

危機管理調整会議や、図上演習等を実施して

います。 

 

２ 平時の対応 

○ 各種規制法令に基づいた監視指導を行い地

域の実情を把握しています。 

 

○ 広範囲に健康危機の発生が予測される環境

衛生関連施設・食品関連施設に対しては、一宮

保健所広域監視班による監視指導を行い、危機

発生防止を図っています。 

○ 発生が予測される健康危機については、個別

監視マニュアルを整備しています。 

○ 発生時の対応に必要な器材資材を整備して

います。 

 

 

 

 課  題  
 

 

○ 危機管理体制の整備は、常に組織等の変更

に留意し、逐次見直し、有事に機能できる

体制整備の必要があります。 

 

 

 

○  地域における「健康危機管理手引書」を

基に保健所の健康危機管理対応マニュアル

を見直す必要があります。 

 

○ 研修を実施し、的確な健康危機対応ができ

る体制作りを推進する必要があります。 

○ 情報の共有及び連携を深めるため、管内関

係機関と健康危機管理調整会議や図上演習

等を継続的に開催する必要があります。 

 

 

○ 監視指導体制・連絡体制について、常に実

効性のあるものであることを確認する必要

があります。 

○ 監視員の資質を向上させ各種マニュアル

の実効性を検証し、逐次見直す必要があり

ます。 

 

 

 

○ 健康危機に必要な器材資材の確認・点検を

行い、特定場所に明示して保管する必要があ

ります。 

 

 

【基本計画】 
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３ 有事の対応 

○ 健康被害の状況を把握し、被害を受けた方に

対する医療提供体制の確保を図っています。 

 

 

 

○ 津島保健所健康危機管理調整会議設置要綱

により危機管理調整会議を開催し、被害の規

模により対策本部を設置します。 

○ 医療機関など関係機関との連携のもとに、原

因究明体制を確保します。 

○ 健康危機管理発生及び保健医療の確保の状

況について、関係機関や住民に情報提供しま

す。 

○ 「災害発生直後における医薬品等供給対応マ

ニュアル」に基づき、原則として愛知県医薬品

卸協同組合等から調達することとし、不足する

場合は市町村が県に調達の要請をします。 

 

４ 事後の対応 

○ プライバシーの保護を原則に健康診断及び

健康相談を実施します。 

○ 県民の不安や心のケアに対しての相談体制

を確保します。 

 

○ 有事の対応結果について検証・評価を行いマ

ニュアルの見直しを実施します。 

○ 健康危機の経過及び検証結果について、記録

として保存し活用します。 

 

 

 

○ 複数の原因を想定した対応ができる体制

づくりをする必要があります。 

○ 新型インフルエンザの発生に対しては、

患者入院医療機関、またＨ５Ｎ１受診可能の

医療機関の充実が必要です。 

○ 健康被害の状況把握を行い、被害の程度、

範囲を想定した人数、役割分担の整備を図る

ため、平時から役割分担を明確にする必要が

あります。 

 

○ 住民への広報には、市町村など関係機関と

の連携を図りインターネットなどの活用を

構築する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ ＰＴＳＤ対策を始め、被害者等の心の健

康を保つため、圏域内市町村と連携・協力

し相談体制を充実させる必要があります。 

○ 対応結果についての検証・評価を行う能

力を養うための専門的研修体制の充実が

必要です。 

 

 
【 今後の方策 】 
○ 平時には健康危機管理調整会議を定期的に開催し、管内関係機関などが情報を共有するととも

に、有事の際には、速やかに会議を開催し、県・関係機関と連携をとりながら対応します。 
○ 一宮保健所の広域監視班を活用し、平時における監視指導を更に充実していきます。 
○ 健康危機発生時に必要な器材・資材・各種マニュアルについて、定期的に確認・点検し、職員

全員の取り組みとして周知徹底を図っていきます。 
 
 


